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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、モザンビーク共和国と締結した討議議事録（R/D）に基づき、

2011 年 1 月より技術協力「ザンベジア州ナンテ地区稲作生産性向上のための技術改善プロジェク

ト」を 4 年間の計画で実施しています。 

当機構は、プロジェクト開始から約 3 年半が経過した 2014 年 5 月末から 6 月上旬にかけて、

当機構農村開発部専任参事鍋屋史朗を団長とする終了時評価調査団を現地に派遣し、モザンビー

ク共和国側のカウンターパートと合同でこれまでの活動実績並びにその結果について終了時評

価を行いました。  

本報告書は、同調査団によるモザンビーク共和国政府関係者等との協議及び終了時評価調査結

果などを取りまとめたものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用される

ことを願うものです。 

最後に、本調査にご協力いただいた内外の関係者各位に対し、心からの感謝の意を表します。 

 
平成 26 年 12 月 

 
独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 北中 真人 
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ポンプ場に接続する幹線水路（導水路）     幹線水路（N1 水路）（左側が受益地） 

   
N1 水路に設置されたチェックゲート（水位調整）  N1 水路に設けられた水路横断橋 



   
試験栽培状況（Mocuba 品種）       稲穂（ローカル品種は、モミが大粒） 

   
農家展示圃における収量調査（坪刈り 1m2）    坪刈りしたイネの脱穀作業（手作業） 

   
圃場の不十分な均平で、深水による移植時期の    収穫したモミの乾燥（農家の自家消費用） 

遅れから生育が遅くなった箇所（緑の濃い部分） 

   
   供与機材であるハンドトラクター   ナンテ～インタボ間の道路で洪水被害を受けた地点

以前の道路面位置 
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評価調査結果要約表（和文） 
 

１．案件の概要 

国 名：モザンビーク共和国 
案件名：ザンベジア州ナンテ地区稲作生産性向上のための技術

改善プロジェクト 

分 野：農業開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：4 億 2,000 万円 

協力期間：2011 年 1 月 15 日～ 
2015 年 1 月 14 日 
（4 年間） 

先方関係機関： 
① 責任機関：モザンビーク共和国農業省農業サービス局

（MINAG/DNSA） 
② 調整機関：ザンベジア州農業局（DPA） 
③ 実施機関：マガンジャ・ダ・コスタ郡経済活動事務所 

（SDAE） 

日本側協力機関：なし 

他の関連協力：なし 

１－１ 協力の背景と概要 

モザンビーク共和国（以下、「モザンビーク」と記す）は、人口 2,037 万人（2007 年、統計

局）、国土 80 万 km2（農地：18 万 km2）を有し、農業は GDP の約 2 割、全就業人口の約 8 割

を占めるモザンビークの基幹産業である。コメはメイズに次ぐ主要作物であり、生産面積は

20 万 4,000ha、生産量は 26 万 t（2009 年、平均収量 1.27t/ha）である。近年コメの消費量が年

間約 50 万 t（精米ベース）と増加する一方で、30 万 t 以上のコメを輸入しており、著しく低

いコメの自給率向上が急務となっている。 

こうした状況を受け、モザンビーク政府は、同国内のコメ生産量の約半数を産出する稲作

地域であるザンベジア州のポテンシャルを活用すべく、わが国及び熱帯での稲作栽培技術の

経験を豊富に有するベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）に対し、同州ナン

テ地区にあるインタボ灌漑地区において、対象地域に適した灌漑稲作技術パッケージの開

発・普及と、インタボ灌漑区の灌漑施設の運営維持管理能力の向上により、対象地域におけ

るコメの生産性及び生産量の向上を図るための支援を要請した。 

わが国及びベトナム政府はこれを受けて、日本側はプロジェクト全体のマネジメント及び

機材等の整備を担当し、ベトナム側は専門家を派遣して稲作栽培技術及び灌漑施設の運営維

持管理に係る活動を担当し、モザンビークとの三角協力による技術協力プロジェクトを実施

することで合意した。モザンビーク農業省（Ministry of Agriculture：MINAG）、ザンベジア州

農業局（Provincial Directorate of Agriculture：DPA）及びマガンジャ・ダ・コスタ郡経済活動事

務所（District Services of Economic Activities：SDAE）をカウンターパート機関として、2011

年 1 月から 2015 年 1 月まで 4 年間の予定で「ザンベジア州ナンテ地区稲作生産性向上のため

の技術改善プロジェクト」（以下、「プロジェクト」と記す）が開始された。 
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１－２ 協力内容 

（1）上位目標 
ザンベジア州マガンジャ・ダ・コスタ郡ナンテ地区の灌漑稲作の生産性と生産量が増

加する。 
 

（2）プロジェクト目標 
灌漑稲作技術の改良によってインタボ灌漑スキームの生産性と生産量が向上する。 

 
（3）アウトプット 

1）改良灌漑稲作技術パッケージが開発される。 
2）インタボ灌漑スキームにおいて水利組合の灌漑施設の操作・維持管理と営農支援活

動に係る能力が改善される。 
3）改良灌漑稲作技術がインタボ灌漑スキームで普及される。 

 
（4）投入（評価時点） 

日本側：専門家派遣 延べ 3 名 
研修員受入 1 名 
機材供与 総額 2,900 万円 
ローカルコスト負担 6,000 万円 

ベトナム側：専門家派遣 延べ 8 名 
研修員受入 7 名 

モザンビーク側：カウンターパート配置 11 名（終了時評価時） 
ローカルコスト 計 6,400 万円及び光熱費・燃料費 
土地・施設提供  専門家用プロジェクト事務所及び宿舎 

 
２．評価調査団の概要 

 

調査者＜日本側＞ 
団長/総括：鍋屋 史朗 JICA 農村開発部専任参事 
計画管理：花田 博之 JICA 農村開発部乾燥畑作地帯課第一課 
評価分析：道順 勲  中央開発株式会社 

 
＜モザンビーク側＞ 

総 括 ：Daniel Maduma    農業省農業サービス局 
評価団員：Carlos Nedson     サンベジア州農業局（栽培） 
評価団員：Braz Ednardo Anselmo サンベジア州農業局（灌漑） 

 
調査期間  2014 年 5 月 16 日～2014 年 6 月 5 日 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

成果 1：改良灌漑稲作技術パッケージが開発される。 
実 績：栽培試験結果として、開発された灌漑稲作技術を用いた場合のイネ収量増加ポテ

ンシャルが 9.4t/ha であること、さらに、2 種類のマニュアル（改良灌漑稲作技術及びコ

メ種子生産）が作成されたことを考慮すると、成果 1 の達成度は大変高い。また、種子

生産に関しては、マニュアルの作成とともに、純系証明種子の総生産量が 15t を超えたこ

とから、ベトナム人種子専門家との適切な連携が行われ、南南協力の効果が発現したと

いえる。 
 

成果 2：インタボ灌漑スキームにおいて水利組合の灌漑施設の操作・維持管理と営農支援活

動に係る能力が改善される。 
実 績：現状の灌漑施設では、適切な灌漑用水利用ができない状況にあり、そのため、指

標 2-1（農家による灌漑水利用の満足度）と指標 2-2（水利組合による灌漑施設・水の管

理）は、水利組合の灌漑施設維持管理能力を評価するうえでは、あまり適していない。

本プロジェクトでは、プロジェクト開始以前には想定していなかった大規模な施設の修

復（基幹的灌漑施設と河川堤防の修復）を優先的に行い、そのための時間を要したこと

から、その他の灌漑施設、例えば、チェックゲートや灌漑用水路の改善を十分に行うこ

とができなかった。しかし、灌漑施設維持管理における研修参加者の理解度、及び水利

組合（Water Users Association：WUA）の営農支援活動による裨益農家数については、指

標を達成していることから、成果 2 は部分的に達成されたといえる。 
 

成果 3：改良灌漑稲作技術がインタボ灌漑スキームで普及される。 
実 績：すべて（4 つ）の指標が今年中に達成する見込みであることを考慮すると成果 3 は、

プロジェクト終了までに達成する見込みであるといえる。 
 
プロジェクト目標：灌漑稲作技術の改良によってインタボ灌漑スキームの生産性と生産量

が向上する。 
実 績：2013/14 年作の展示圃における灌漑稲作の平均収量は、4.10t/ha を記録した（サン

プル収量調査の結果）。この作期には、インタボ灌漑地区は洪水被害をほとんど受けなか

ったこと及びイネの生育状況が良好であることから、地区内のコメ生産量が通常年に比

較して相当増加することが期待できる。また、灌漑地区内では 300 近い農家が展示圃に

おいて改良灌漑稲作技術のなかの複数の技術を適用した。 
2013 年 1 月発生の深刻な洪水被害が影響し、30%の灌漑稲作面積の増加は達成できな

かった。しかし、平均収量の達成が見込まれるほか、種子生産に関しては、指標の 9t を
大きく超える 15t もの種子が生産されたことから、プロジェクト目標は部分的に達成する

見込みであるといえる。 
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３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：以下の観点から判断して、本プロジェクトの妥当性は高い。 
1）対象地域・社会における灌漑稲作の生産性向上及び生産量増加の必要性との整合性

及びターゲット・グループ（インタボ灌漑地区農民、ザンベジア州農業局幹部職員

及び技術職員、SDAE の普及員）のニーズとの整合性 
プロジェクト対象地区が位置するザンベジア州は、モザンビーク最大の稲作面積を

もつ州であり、37 の灌漑地区を有する。本プロジェクトの対象地区であるインタボ灌

漑地区はそのなかでも最大の実灌漑面積をもつが、洪水や旱魃の被害がたびたび生じ

る河川氾濫原に位置することから、稲作の生産性（単位収量）が低い水準にとどまっ

ていた。したがって、稲作の生産性向上と生産量の増加を図ることは、農家の収入増

加、生計向上等に大きく裨益することでありその必要性は高い。また、本プロジェク

トで改良灌漑稲作技術や種子生産技術を確立することは、SDAE 普及員等が確立された

技術を他の灌漑地区に普及するために有益な知識・実地経験を習得することにつなが

り、その意義は大きい。 
 

2）モザンビークの国家政策との整合性 
貧困削減行動計画（Poverty Reduction Action Plan：PARP）2010-2014 には、3 つの重

点目的が示されており、その 1 つが、農業及び水産業の生産増加と生産性向上である。

農業セクター開発戦略計画（Strategic Plan for Agricultural Development：PEDSA）

2010-2019 においても、農業の成長には、改良技術の利用や水管理が重要な要素となる

と述べている。本プロジェクトは、灌漑稲作の改良技術の開発・普及等を通じて、稲

作の生産性向上及び生産量の増加に寄与するものであり、モザンビーク政府の上記政

策との整合性が高い。 
 

3）わが国の対モザンビーク援助方針との整合性 
わが国の対モザンビーク援助方針の重点分野のひとつである地域経済活性化分野に

は、稲作増産等を通じた農業開発が含まれている。また、2008 年の第 4 回アフリカ開

発会議（Tokyo International Conference on African Development：TICAD IV）開催時に JICA
がアフリカ緑の革命同盟（AGRA）等と立ち上げたアフリカ稲作振興のための共同体

（Coalition for African Rice Development：CARD）では、2008 年から 2018 年までにサブ

サハラアフリカにおけるコメ生産量を倍増する目標が掲げられている。本プロジェク

トは、灌漑稲作の生産性向上及び生産量増加を目的としており、わが国政府の対モザ

ンビーク援助方針や TICAD の方針との整合性が高い。 
 

4）プロジェクトアプローチの適切さ 
ザンベジア州内の灌漑稲作地区では、コメ生産の増加ポテンシャルを有するが、低

投入型の在来の栽培手法と灌漑施設の維持管理不足等のため、生産ポテンシャルを十

分に生かしておらず、稲作の生産性は低いままで推移している。そのため、本プロジ

ェクトは、①改良灌漑稲作技術の開発、②開発された技術の農民への普及、③水利組
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合による灌漑施設の操作・維持管理の改善と営農支援活動に係る能力向上、を主たる

アプローチとして、稲作の生産性向上・生産量増加を図るものである。稲作の生産性

向上及び生産量増加を図るためのアプローチとしては、おおむね適切であるといえる。

 
5）わが国及びベトナムがもつ技術的優位性 

わが国は、モザンビーク及びその他のアフリカ諸国で、灌漑稲作に関する技術協力

プロジェクトを多数実施しており、技術的優位性が確保されている。また、ベトナム

の場合、両国の気象条件や農業生態系が比較的似通っていることから、ベトナムの稲

作技術をモザンビークで適用しやすく、技術的優位性があるといえる。 
 

（2）有効性：本プロジェクトの有効性は、おおむね高い。 
2013/14 年作の展示圃における灌漑稲作の平均収量は、4.10t/ha を記録した。地区内の

コメ生産量が通常年に比較して相当増加することが期待できる。地区内では 300 近い農

家が展示圃として改良灌漑稲作技術のなかの複数の技術を適用していることから、プロ

ジェクト目標の達成度は高いといえる。 
 

（3）効率性：以下の観点から判断して、本プロジェクトの効率性は、中程度である。 
1）日本側及びベトナム側の投入の適切さ 

日本人長期専門家は、2 名の派遣であるが、2012 年 3 月から 2013 年 4 月までの約 1
年間、業務調整/研修担当の専門家が空席となり、チーフアドバイザーが業務調整の役

割も兼任せざるを得ない状況になった。現地活動費など、その他の日本側の投入は、

プロジェクト活動を円滑に進めるうえで、おおむね適切なものであった。 
ベトナム人専門家は、チームリーダー、栽培、種子、灌漑、普及、通訳の分野で、

おおむね計画どおりに派遣された。2013 年に実施されたベトナムでの研修に参加した

カウンターパートの意見では、研修内容（稲作普及手法、種子生産と供給体制等）と

研修期間が適切であり、また有益なものであったとしている。 
 

2）モザンビーク側投入の適切さ 
モザンビーク側 C/P は、ザンベジア州農業局から 4 名、マガンジャ・ダ・コスタ郡

SDAE からの 4 名に加えて、2013 年末からフィンランド政府支援のザンベジア州農村

開発プロジェクト（Support Project for Rural Development of Zambezia, Finland：
PRODEZA）が支援する SDAE 普及員 2 名も参加している。日常的にプロジェクト活動

に従事しているのは、SDAE の普及員 3 名と PRODEZA 支援の普及員 2 名である。こ

れらの 5 名の普及員は、ベトナム人専門家から技術的研修と指導を受け、また、学ん

だ知識や技術をインタボ灌漑地区の農民に移転している。さらに、専門家用のプロジ

ェクト事務所及び宿舎の新規建設があり（計 4 棟）、オートバイや事務機器の調達、事

務所・宿舎の電気料金、普及員の活動用の燃料費などもモザンビーク側が負担した。

このように、モザンビーク側の投入は、プロジェクト活動を効率的に進めるうえで貢

献している。 
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3）プロジェクトマネジメント 
プロジェクトの実施体制の項で述べたように、プロジェクト運営管理面で 5 種類の

会議〔合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）､ステアリング・コミッテ

ィ、ザンベジア州農業局の C/P との会議、SDAE の C/P との会議、専門家会議（日本人

専門家とベトナム人専門家）〕が実施されている。これらの会議を通じて、プロジェク

トの計画及び進捗状況についての協議・情報共有、問題点・課題についての意見交換

が行われており、効率的なプロジェクト運営に貢献していると考えられる。このよう

に、プロジェクトマネジメントは、プロジェクトチーム（日本人専門家、ベトナム人

専門家、モザンビーク側 C/P）メンバー間の密接なコミュニケーション及び協働の下で

適切に行われたといえる。 
 

4）プロジェクト活動の効率的実施に影響を与えたその他の貢献要因及び阻害要因 
a）貢献要因 

インタボ灌漑地区の農民が灌漑施設や河川堤防等の修復工事に積極的に参加して

おり（賃金をもらっての参加ではあるが）、この農民参加型の修復工事は、ある程度

低いコストで実施できていると考えられる。 
 

b）阻害要因 
2013 年 1 月下旬に、リクンゴ川の増水によりポンプ場横の堤防が決壊し、稲作圃

場に被害を与えるとともに影響が長期にわたった。さらに、2014 年 2 月、洪水の影

響で、ナンテ～インタボ間のアクセス道路の一部が損壊し、通行が困難になり、プ

ロジェクト活動（技術指導及び研修など）に支障が生じた。 
また、本プロジェクトでは、緊急に修復を施す必要性から、基幹的灌漑施設と河

川堤防の修復が実施された。このような大規模な施設の修復は、本プロジェクト開

始以前には想定していなかった。これら大規模な施設の修復に時間を要することに

なったため、その他の灌漑施設、例えば、チェックゲートや灌漑用水路の改善を十

分に行うことができなかった。 
 

（4）インパクト：上位目標は中期的に達成可能である。複数のプラスのインパクトがみら

れる。 
1）上位目標「ザンベジア州マガンジャ・ダ・コスタ郡ナンテ地区の灌漑稲作の生産性と

生産量が増加する」 
＜達成の見通し＞ 

上位目標については、通常、プロジェクト終了後 3～5 年後に達成可能な指標を設定

することが適切であるが、3 種類の指標をすべて達成するには 5 年以上の期間を要する

であろう。ナンテ地区には、インタボ灌漑地区とムンダムンダ灌漑地区の 2 地区が存

在し、後者はオランダ王国（以下、「オランダ」と記す）の支援により実灌漑面積を 3,000 
ha に拡大し、持続的な灌漑稲作の開発を行う計画である。本プロジェクトの栽培技術

がムンダムンダ灌漑地区においても適用されることで、ナンテ地区全体の稲作生産性

と生産量の一定程度の増加が期待できるが、栽培技術の定着には時間を要することか
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ら、事業終了 3 年後に上位目標の達成を見込むことは現時点では難しいといえる。し

かし、事業終了後 5 年をめどとした期間でみた場合、上位目標の達成を見込むことが

できる。 
 

2）その他のインパクト 
① 良質種子利用の有用性の認識 
② 近い将来に生じる見込みのインパクト（草の根無償資金協力の効果） 

 
（5）持続性：本プロジェクトの持続性については、政策面では高いといえる。 

1）政策面 
農業セクターにおける生産性向上と生産量増加は、モザンビーク政府政策における

優先目標のひとつであり、灌漑農業の重要性が増しつつある。政策面での持続性は確

保される見込みである。 
 

2）組織面 
ザンベジア州農業局及び SDAE が、本プロジェクトで開発された技術を、研修、ワ

ークショップなどの適切な普及活動をアレンジして、他の灌漑地区の農家やザンベジ

ア州内の他の郡の普及員に対して普及することが可能である。本プロジェクトの成果

を効果的に普及するためには、ザンベジア州農業局と SDAE 間でよく連携し、マガン

ジャ・ダ・コスタ郡 SDAE 所属の普及員が習得した実践的知識・技能を活用すること

が重要である。 
 

3）財政面 
モザンビーク政府の財政状況は厳しいものの、モザンビーク政府は、プロジェクト

事務所やベトナム人専門家及び日本人専門家用のプロジェクト事務所と宿舎を建設す

るための予算を支出する努力を行った。この努力を高く評価するとともに、今後、モ

ザンビーク政府が本プロジェクトの成果、すなわち、開発された灌漑稲作技術、種子

生産技術等を他の灌漑地区の農家及びザンベジア州内の他の郡の普及員に普及するた

めの資金を支出することが求められる。 
 

4）技術面 
普及員の実践的知識・技能は、インタボ灌漑地区内だけでなく、隣接するムンダム

ンダ灌漑地区にも技術普及を図るうえで非常に有用である。現在活用されている、普

及員自らの展示農地（1ha）所有制度を継続するならば、普及員の技能はさらに向上し、

改良技術を適用することに自信をもち、さらに自信をもって他の普及員や農家に技術

移転を行うことが可能となる。 
種子生産技術の開発過程で、インタボ灌漑地区内の農家が種子生産活動に従事し、

そのうちの数名が種子生産に関する一定の知識・技能を習得した。能力を身に付けた

農家を活用しつつ、インタボ灌漑地区で良質のイネ種子生産を継続することが可能で

ある。 
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水利組合の幹部メンバーの能力については、農民参加型の河川堤防修復を通じて、

灌漑施設の修復と維持管理面の能力が強化され、また、営農支援サービス活動（トラ

クターによる賃耕サービスや種子販売）に関する能力も強化された。今後、灌漑施設

が十分に整備された際には、水利組合は、灌漑計画作成と水管理を適切に行える能力

を身に付ける必要がある。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 
特になし 

 
（2）実施プロセスに関すること 

ベトナム人専門家の技術指導が非常に実践的であり、チームとして意思統一が取れて

いたことが、普及員や農家の能力向上に有効であった。 
各種会議の開催や日常的コミュニケーションを通じて、活動進捗状況の共有化が図ら

れており、円滑なプロジェクト活動実施と良い成果発現に寄与している。 
 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 
洪水被害リスクを十分に予測できていなかった点と灌漑施設がどの程度実際に機能し

ているかについての調査・分析が十分ではなかったこと。 
 

（2）実施プロセスに関すること 
洪水による灌漑施設・堤防等のインフラ及びイネ栽培に対する被害が発生し、緊急に

リハビリする必要性が生じ、灌漑地区内の灌漑施設整備を十分には行えなくなったこと

や活動実施に遅れが生じたこと。 
 

３－５ 結 論 

本プロジェクトで開発した改良灌漑稲作技術パッケージを用い、早生の高収量品種

（ITA312）を試験圃で栽培した場合、8～9t/ha の高い収量を上げることが可能であることが分

かった。無施肥であっても、6 t/ha の収量を記録した。また、改良灌漑稲作技術のうちのいく

つかの技術を用いてローカル品種を農家が栽培管理した場合、4.10 t/ha の平均収量が得られ

た。このことから、これまで農家が上げていた平均的収量と比較して約 50 %の収量増加が期

待できるといえる。 
品種試験の結果、本プロジェクトとして推奨する品種は、高収量ポテンシャルを有する早

生品種では、ITA312、Limpopo、Macassane の 3 品種、収量ポテンシャルは少し下がるものの、

晩生品種（ロカール品種）では、Chupa と Mocuba の 2 品種である。2013/14 作期に本プロジ

ェクが推奨する品種のうち、4 品種（Chupa、Mucuba、Limpopo、Macassane）の種子の増殖が

実施され、合計で 15.52t の純度の高い種子が収穫された。 
灌漑施設の維持管理に関しては、プロジェクト開始前に想定していなかった洪水による堤

防損傷、導水路損傷、水田の冠水被害、インタボ地区へのアクセス道路の部分的損傷等が生
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じ、堤防の修復、電動ポンプ更新、沼地化していた導水路の修復など、基幹インフラの修復

に多くの時間と費用をかけざるを得なくなった。インタボ灌漑地区内の灌漑施設の一部修復

を実施したものの、地区全体で灌漑用水の適切な配水を行うためには、今後さらに改善が必

要とされる。なお、基幹インフラ等の修復を農民参加型で実施したことは、修復した施設の

維持管理の持続性確保やオーナーシップ意識醸成において一定の効果が望めるものと期待さ

れる。 
プロジェクトの 3 つの成果及びプロジェクト目標は、プロジェクト終了時までにほぼ達成

される見込みであり、5 項目評価についても中程度もしくは高い判定結果に至った。この評価

結果を基に、本プロジェクトは予定どおり 2015 年 1 月に終了することとなる。 
 

３－６ 提 言 

３－６－１ プロジェクトの残り期間にプロジェクトチームが実施すべき活動について 
① 3 種類のマニュアル（改良灌漑稲作技術、種子生産、灌漑施設維持管理）の有効活用

 
３－６－２ モザンビーク関係機関が取るべき行動について 

① インタボ灌漑地区内における技術普及の継続とムンダムンダ地区への技術普及 
② インタボ灌漑地区の改良稲作技術適用モデル地区としての活用 
③ インタボ灌漑地区の灌漑排水施設の改善 
④ 収穫後処理、市場アクセス、道路アクセスの改善 
⑤ 種子生産体制整備（本プロジェクトを通した農家の経験の活用とローカル品種の原

種種子生産体制整備） 
 

３－７ 教 訓 

（1）プロジェクト対象地域で用いられている慣行稲作技術は、無肥料で、洪水や干魃に対

する耐性が高いローカル品種を用いた低コストの栽培手法である。この栽培手法では、

低い収量しか期待できないが、一方で、この栽培方法は、数年に一度の頻度で発生す

る洪水や旱魃による被害リスクを考慮した合理性も備えているとも考えられる。改良

灌漑稲作技術パッケージを用いると、栽培コストが増加する（肥料の使用、圃場均平

化・移植作業などに労働力を要する）。したがって、洪水や旱魃による被害を頻繁に受

けないような条件下にないと、この改良技術を用いることにリスクが生じる。要する

に、プロジェクト開始までに、もう少し、過去における洪水や旱魃被害の状況を把握

しておく必要があった。また、プロジェクト対象地域に安定的に用水供給を行うため

に、どのような灌漑施設の改修・整備が必要であるかについて、よりきめ細かく診断

しておく必要があったと考えられる。 
 
（2）河川氾濫域における稲作面積は、灌漑地区内における稲作面積より大きいとされてい

る。また、大半の灌漑地区では、灌漑施設の老朽化と損傷、不適切な維持管理、洪水

及び干魃の高いリスクのために、適切な灌漑が行われていない。このような状況を考

慮すると、既存の灌漑地区のリハビリを実施するには大きな費用と長い期間を必要と

する。したがって、比較的低コストで、収量増加が期待できるような稲作技術を奨励
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し、その技術を広く普及することにも価値がある。 
 
（3）三角協力を行う場合、ベトナムを含む第三国の社会・歴史的な背景を十分に踏まえた

うえで、どのような技術をもって技術指導に臨むのかを関係者間で明確にする必要が

ある。日本も組織・個人ともに開発協力での経験を積み、教訓を学びながら今日に至

ったことを踏まえれば、南南協力を行う第三国にもその時間の猶予を与えつつ、適用

技術の範囲を可能な限り共有することが、効果的な支援につながるものと思料する。

 
３－８ 南南協力 

本プロジェクトの協力枠組みは、日本・モザンビーク間の R/D、日本・ベトナム間のミニ

ッツにより、JICA 専門家がプロジェクト運営を、ベトナム人専門家が稲作栽培技術・灌漑施

設の運営維持管理といった本プロジェクトの技術指導を担当した。ベトナム人専門家チーム

は、アクセスの悪い厳しい環境のなか、精力的に活動を進め、既述の成果達成に貢献した。

英語、ポルトガル語をほとんど解さないためにコミュニケーションに懸念があったが、C/P や

農家からはベトナム人専門家を評価する声が高かった。一方、ベトナム人専門家受入れに係

る諸手続き面では、日本側関係者の負担が大きかった。 
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評価調査結果要約表（英文） 
Summary of Terminal Evaluation 

I. Outline of the Project 
Country： Republic of 
Mozambique 

Project title： The project for improvement of techniques for 
increasing rice cultivation productivity in Nante, Maganja da Costa 
District, Zambezia Province, Mozambique 

Issue/Sector： Agricultural 
Development 

Cooperation scheme： Technical Cooperation Projects 

Division in charge： Rural 
Development Department 

Total cost： ¥420,000,000 

 
Period of 
Cooperation 

From January 15, 
2011 to January 14, 
2015 
(4 years) 

Partner Country’s Implementing Organization：  
(1) Responsible organization: National Directorate of Agrarian 
Services, Ministry of Agriculture 
(2) Coordinating organization: Provincial Directorate of 
Agriculture, Zambezia Province 
(3) Implementing organization: District Services of Economic 
Activities (SDAE), Maganja da Costa district 
Supporting Organization in Japan： None 

1. Background of the Project 
   Mozambique has the land area of 799,000km2 (360,000km2 farming land) with a population of 20.37 
million (National Institute of Statistics, 2007), and about 80% of the working population is employed in 
agriculture. In the country, the consumption of rice is on the increase each year, estimated at 500,000 
tons per annum (milled rice). Rice therefore is considered a priority cash crop with increasing demand, 
but its domestic production as paddy remains at 260,000 tons with the total cultivation area of 204,000 
ha (thus an average yield is stagnating at 1.27 tons/ha) in 2009. Mozambique is importing more than 
300,000 tons of rice annually to complement the limited domestic supply. As such, increasing rice 
cultivation productivity and raising food self-sufficiency ratio is an urgent issue in the country for 
ensuring food security.  In this regard, the Government of Mozambique requested Vietnam a project for 
increasing rice production and yield at the Intabo irrigation scheme in Nante, which is located in 
Zambezia Province that makes up almost half of the domestic rice production in Mozambique. The 
project aims at developing, demonstrating and extending a package of improved rice cultivation 
techniques as well as strengthening the management capacity of the Intabo irrigation scheme. 
   In response to the request, Japan and Vietnam agreed to support the Mozambique through Triangular 
Cooperation where Japan provides overall project management and offers machinery/equipment, while 
Vietnam furnishes experts’ services on rice cultivation techniques. With the Mozambique’s Ministry of 
Agriculture as the counterpart agency, the 4-year project, the project for improvement of techniques for 
increasing rice cultivation productivity in Nante, Maganja da Costa District, Zambezia Province, 
Mozambique (herein after referred to as “the Project”), began in January 2011. 
 
2. Project Overview 
(1) Overall Goal 
Productivity and production of irrigated rice cultivation is increased in Nante, Maganja da Costa district, 
Zambezia Province. 
 
(2) Project Purpose 
  Productivity and production of irrigated rice cultivation in the Intabo irrigation scheme is increased 
through introducing improved techniques. 
 
(3) Outputs 
A package of improved techniques for irrigated rice cultivation is developed. 
Capacity of Water User Association in operation & maintenance of irrigation facilities and farming 
support activities is improved in the Intabo irrigation scheme. 
Improved irrigated rice cultivation techniques are disseminated in the Intabo irrigation scheme 
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(4) Inputs 
Japanese side： Expert: 3 persons in total,  Trainees received in Japan: 1person,  Provision of 
equipment: around 0.29 million US dollars,  Local cost expenditure: around 0.57 million US dollars 
Vietnamese side: Expert: 8 persons in total,  Trainees received in Vietnam: 7 persons 
Mozambican side： Counterpart 11 persons (at the terminal evaluation),  Local Cost: 0.62 million US 
dollars and expenses for electricity,  Provision of land and facilities:  Project office and lodgings for 
experts 
II. Evaluation Team 
Members of 
Evaluation Team 

1)  Leader: Mr. Shiro NABEYA, Senior Advisor to the Director General, 
Rural Development Department, JICA 
2)  Plan Management: Mr. Hiroyuki HANADA, Program officer, Arid and 
Semi-Arid Farming Area Division 1, Rural Development Department, JICA 
3)  Evaluation Analysis: Mr. Isao DOJUN, Consultant, Chuo Kaihatsu 
Corporation 

Period of 
Evaluation 

 From May 15, 2014 to June 5, 2014 Type of Evaluation：Terminal  

III. Results of Evaluation 
1. Project Performance 
Output 1: A package of improved techniques for irrigated rice cultivation is developed. 
Achievement: Considering the degree of achievement of the two indicators of Output 1, the facts that 
developed techniques for irrigated rice cultivation has potential to increase rice yield up to 9.4 tons/ha as 
the results of field experiments, two manuals on the improved irrigated rice cultivation techniques and 
the rice seed production are developed, we can conclude that degree of achievement of Output 1 is very 
satisfactory. In terms of seed production, it can be said that South-South Cooperation has developed a 
meaningful effect through collaboration with Vietnamese seed expert: as a result, over 15tons of verified 
pure-line rice seeds were produced. 
 
Output 2: Capacity of Water User Association in operation & maintenance of irrigation facilities and 
farming support activities is improved in the Intabo irrigation scheme. 
Achievement: Two indicators (2-1 and 2-2) of Output 2 are not so suitable for assessing capacity of 
WUA in O&M of irrigation facilities because current irrigation system does not allow proper irrigation 
water use yet in the whole area of the scheme. Several major irrigation facilities and flood protection 
dikes have been rehabilitated significantly under the Project corresponding urgent needs of 
rehabilitation, however, it was not planned to rehabilitate such large scale infrastructures before the start 
of the Project. It took certain period for rehabilitating these large infrastructures and because of this, 
improvement of other irrigation facilities like check gates and irrigation canals could not be done under 
the Project. As for other two indicators, it is safe to say that degree of achievement is partially
satisfactory. 
 
Output 3: Improved irrigated rice cultivation techniques are disseminated in the Intabo irrigation 
scheme 
Achievement: Considering the degree of achievement of the four indicators of Output 3, objectives of all 
indicators is expected to be achieved within this year and we can conclude that degree of achievement of 
Output 3 is expected to be very satisfactory by the end of the project period. 
 
Project Purpose: Productivity and production of irrigated rice cultivation in the Intabo irrigation 
scheme is increased through introducing improved techniques. 
Achievement: The average yield of irrigated rice in the demonstration farms recorded 4.10 tons/ha in 
2013/14 cropping season. Because most part of the Intabo irrigation scheme did not suffer from flood, 
rice growth was favorable in 2013/14 cropping season and rice production volume in the scheme can be 
expected significant increase comparing to production of normal year. Although area of irrigated rice 
fields was not increased more than by 30% due to the flood damage of January, 2013, it is safe to say 
that objective of the Project Purpose is achieved at very satisfactorily through considering increase of the 
average yield and the achievement of 15 tons of rice seed production. 
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2. Summary of Evaluation Results 
(1) Relevance 
The relevance of the Project is considered to be high from the viewpoints as mentioned below. 
 
1) Conformity with needs for improving productivity and increasing production in irrigated rice 
cultivation in the target area and society, and also needs of the target group (farmers in the Intabo 
irrigation scheme, management and technical staff of DPA and extension staff of SDAE) 
Zambezia province, where the project site is located, is largest rice cultivated province in Mozambique. 
There are 37 irrigation schemes in the province and the Intabo scheme (the project target area) has 
largest net irrigated area among them. This irrigation scheme is located in the river flood plain and 
damages of flood and drought occur very frequently, and level of rice production productivity (unit yield 
of rice) remains very low. There were high needs for improving rice productivity and production for 
farmers in order to increase their income, improve their livelihood and ensure food security. In addition, 
improvement of irrigated rice production techniques and seed production techniques is beneficial for 
extension officers of SDAE and technical officers of DPA and their acquired knowledge and skills on 
developed rice production techniques will be disseminated to other irrigation schemes. Therefore, this 
project has great significance and consistent with needs of rice farmers and extension officers of SDAE.
 
2) Relevance to the national policies of Mozambique 
There are 3 priority objectives in the Poverty Reduction Action Plan 2010-2014 and one of those 
objectives is production increase and productivity improvement of agriculture and fishery. Moreover, the 
Strategic Plan for Agricultural Sector Development (PEDSA) 2010-2019 mentions that use of improved 
techniques and water management are key factors for agricultural growth. This project will contribute to 
improvement of productivity of rice cultivation and increase of rice production through development and 
dissemination of improved irrigated rice cultivation techniques. Therefore, this project is well consistent 
with the above mentioned plan and strategy of the Government of Mozambique. 
 
3) Conformity to the assistance policy of Japan to Mozambique 
Within the regional economy activation, which is one of the 3 priority areas of the Japanese official 
assistance policy to Mozambique, agricultural development through rice production increase is regarded 
important. One of the objectives in the agricultural sector, which were decided during TICAD IV in 
2008, is rice production increase to twice in its amount from 2008 to 2018 through CARD (Coalition for 
African Rice Development) activities. This project aims at improving rice cultivation productivity and
increasing rice production, therefore, this project is very consistent with the official assistance policy of 
the Government of Japan and objectives of TICAD. 
 
4) Appropriateness of the approaches taken by the Project 
Due to low input type traditional cultivation methods, lack of proper O&M and functional irrigation 
facilities, its potential for rice production increase is not exploited well and rice productivity remains 
low. In order to realize productivity improvement and production increase, 3 kinds of project approach 
have been applied for the Project, such as 1) development of improved irrigated rice cultivation 
techniques, 2) dissemination of developed techniques to farmers, and 3) capacity building of WUA for 
carrying out proper O&M of irrigation facilities and supporting activities for farming.  
 
5) Comparative advantage of technical cooperation by Japan and Vietnam. 
Japan has a lot of experiences of technical cooperation project on irrigated rice cultivation in Africa and 
there are comparative technical advantages in implementing this kind of project. In the case of Vietnam, 
climate conditions and agricultural ecosystems in Vietnam and those of Mozambique are similar, and 
agricultural techniques of Vietnam can be applicable in Mozambique. Therefore, Vietnam has also 
comparative technical advantages in implementing this kind of technical cooperation. 
 
(2) Effectiveness 
The Project Purpose is expected to be produced in an effective way mostly at the end of the Project and 
the overall effectiveness of the Project is considered to be moderately high based on the following 
analysis. 
The average yield of irrigated rice in the demonstration farms recorded 4.10 tons/ha in 2013/14 cropping
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season. Rice production of this year in the scheme can be expected significant increase comparing 
production of normal year. Nearly 300 farmers in the scheme adopted several improved rice cultivation 
techniques at the demonstration farms. Therefore, level of achievement of the Project Purpose is high.  
 
(3) Efficiency 
The efficiency of the Project is considered to be moderate satisfactory from the four viewpoints as 
below. 
 
1) Appropriateness of inputs provided by Japan and Vietnamese sides 
Two (2) Japanese long-term experts have been dispatched to the Project. Expert in charge of 
coordination/ training was vacant around 1 year from March 2012 to April 2013. During this period, 
therefore, Japanese Chief Advisor had to carry out tasks of coordination/training. 
Vietnamese experts have been dispatched mostly as planned for the areas of team leader, cultivation, 
seed, irrigation, extension, and interpreter. According to participants in counterparts training in Vietnam 
in 2013, the training contents (extension methodology on rice cultivation, rice seed production and 
distribution system and so on) were useful and the duration of the training was appropriate. 
 
2) Inputs provided by Mozambican side 
In addition to 4 officers of DPA of Zambezia, 4 officers of SDAE of Maganja da Costa, 2 more extension 
officers of SDAE (supported by PRODEZA) have participated in the project activities as counterpart. 3 
extension officers of SDAE and 2 extension officers of SDAE (supported by PRODEZA) have 
participated in the project activities more frequently at the fields. These 5 extension officers have 
received technical trainings and instructions from the Vietnamese experts and their learned knowledge 
and skills have been transferred to the farmers in the Intabo irrigation scheme. 
Furthermore, Mozambican side constructed 4 new buildings for use as project office and lodging for the 
Vietnamese and Japanese experts. Mozambican side purchased motorcycles and equipment for the 
project office. Mozambican side has born expenses for electricity for the project office and fuels for 
activities of extension officers. These Mozambican inputs have been contributing effective 
implementation of the project activities. 
 
3) Project management 
As mentioned in section on implementation structure of the Project, 5 kinds of meeting related to project 
management have been held (JCC, Steering Committee, DPA counterpart meeting, SDAE counterpart 
meeting, and meeting of expert team (Japanese and Vietnamese experts)). At these meetings, discussion 
and information sharing on the project plan and progress of the project activities, and exchanges of 
opinions on the issues and problems have been carried out and it seems these meetings have made 
positive effect on good project management. Thus, project management has been carried out 
appropriately under close communication and collaboration among the project team members. 
 Factors contributed for effective implementation of the project activities 
It seems that rehabilitation works of irrigation facilities and flood protection dikes have been carried out 
in cost effective way to some extent because farmers in the Intabo irrigation scheme have participated in 
the rehabilitation works as wage labor positively. 
 Factors impeded for effective implementation of the project activities 
Dike beside the pumping station of the Intabo irrigation scheme was collapsed due to flood of Licungo 
River at the end of January 2013. This flood continued certain long period and it was impossible to use 
the road between Nante and Intabo. Because of these situations, it was difficult to carry out activities at 
experimental fields and instructions at the demonstration farms, and implementation of planned trainings 
(fertilizer application, weed control, and water management, etc.) was delayed. 
 
(4) Impact 
The Overall Goal will be attained in the middle term. 
 
1) Prospect of achieving the Overall Goal “Productivity and production of irrigated rice cultivation is 
increased in Nante, Maganja da Costa district, Zambezia Province.” 
It is very possible that productivity and production of irrigated rice cultivation is increased in Nante 
gradually. It is adequate to set up indicators for overall goal that can be attained within 3 to 5 years after
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the completion of a project in general. However, based on the following assessments on prospect in 
achieving 3 kinds of indicators, it seems that it will take more than 5 years in achieving all indicators.  
 
2) Other Impacts Observed and Possible Future Impact 
a) Adoption of the improved irrigated rice cultivation techniques by farmers in the Intabo irrigation and 
the Munda Munda irrigation schemes 
According to the result of interview to extension officers and farmers in the Intabo irrigation scheme, 
some farmers adopted improved irrigated rice cultivation techniques in the Intabo irrigation scheme. It is 
also reported that some farmers who attended training of the Project and other farmers in Munda Munda 
irrigation scheme adopted some improved techniques. 
b) Recognition of effectiveness of use of quality rice seeds 
It is also reported that farmers in the Intabo irrigation scheme recognize importance and good effect of
utilization of quality rice seeds for increasing yield. It is expected that farmers in the Intabo irrigation 
scheme continue to use quality seeds. 
c) Possible impact in near future 
A program for improvement of some irrigation facilities and construction of dike in the Intabo irrigation 
scheme is going to be carried out this year using fund of the Embassy of Japan (Grass-root Grant Aid). 
 
(5) Sustainability 
Sustainability of the Project in terms of policy is high. In order to ensure organizational, financial and 
technical sustainability of the Project, adequate measures are needed to be taken. 
 
1) Policy aspect 
Productivity improvement and production increase in agricultural sector are priority objectives of the 
policies of the Government of Mozambique and importance of irrigated agriculture is increasing. 
Therefore, policy sustainability of the Project is secured. 
 
2) Organizational aspect 
It is possible for DPA and SDAE to disseminate the developed techniques by the Project to farmers in 
other irrigation schemes and also extension officers of other districts in Zambezia province by arranging 
suitable dissemination activities such as trainings and workshops. For effective dissemination of the 
outcomes of the Project, good linkage between DPA and SDAE, and use of practical knowledge and 
skills which acquired by extension officers of SDAE in Maganja da Costa are important.  
 
3) Financial aspect 
Mozambican side has made efforts to allocate government budget for construction of the project office 
and lodgings for the Vietnamese and Japanese experts. This effort is appreciated a lot and it is expected 
the Government of Mozambique allocate financial resources for disseminating the outcomes of the 
Project such as the developed irrigated rice cultivation techniques and rice seeds production techniques 
to farmers in other irrigation schemes and also extension officers of other districts in Zambezia province.
 
4) Technical aspect 
Practical knowledge and skills of the extension offices who involved in the project activities are very 
useful for disseminating the improved techniques not only in the Intabo irrigation scheme but also in the 
Munda Munda irrigation scheme. If land property system for extension officers is continued, their skills 
and ability regarding improved techniques will be further raised and they will have more confidence in 
applying the improved techniques and also they can transfer the techniques to other extension officers 
and farmers with confidence. 
Nearly 300 farmers have practiced rice cultivation utilizing several improved techniques. Growth of rice 
was very well comparing normal years, therefore, it is expected that most of farmers use improved 
techniques continuously. There are 293 farmers who are participating demonstration activities within the 
Project. They were recommended by WUA (Water User Association) and have the right to get credit for 
seeds and land consolidation. 
In the course of development of rice seed production techniques, several farmers in the Intabo irrigation 
scheme have involved in the seed production activities and some of them have acquired good knowledge 
and skills on seed production. It seems possible to continue quality rice seeds production in the Intabo 
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irrigation scheme by utilizing capable farmers. 
Capacity of board members of WUA has been enhanced in terms of rehabilitation and O&M of irrigation 
facilities through rehabilitation of flood protection dikes with farmer participation, and farming support 
activities such as farm land plowing service using tractor and seed sales. It is necessary for WUA to 
acquire capacity on irrigation planning and irrigation water management when irrigation facilities are 
well improved. 
 
3. Factors that promoted realization of effects 
(1) Factors concerning to planning 
   None 
 
(2) Factors concerning to the implementation process 
   Technical instruction methods used by the Vietnamese experts are very practical and Vietnamese 
experts have worked as team organized well. These characteristics were effective for improving farmer’s 
and extension officer’s practical skills. Information sharing on the progress of project activities among 
the project team members through holding various kinds of meetings and regular communications was 
effective for carrying out planned activities and producing good outcomes. 
 
4. Factors that impeded realization of effects 
(1) Factors concerning to planning 
   Risk of flood damages was not prospected before start of the Project and study and diagnosis on 
existing irrigation facilities about its functionality were not done sufficiently. 
 
(2) Factors concerning to the implementation process 
   Due to flood damages on infrastructures such as irrigation facilities and river protection dikes and 
also on rice cultivation, it was necessary to rehabilitate damaged major infrastructures urgently and it 
was difficult to rehabilitate sufficiently irrigation facilities in the project site. Flood damages also 
brought delay of implementation of planned activities. 
 
5. Conclusion 
   As a result of experiments, it is proved that yield up to 8 tons/ha or 9 tons/ha can be obtained when 
rice cultivation is carried out adopting the developed technical package on irrigated rice cultivation using 
short-term high yield variety (ITA312). When farmers carried out rice cultivation adopting several 
techniques of the packages and using local long-term variety (Chupa and Mocuba), 4.10 tons/ha of yield 
were obtained. This yield is around 50 % higher than average yield of local rice variety when traditional 
cultivation techniques are used.   As results of variety experiment, the rice varieties recommended by 
the project team are 3 high yielding short-term varieties (ITA312, Limpopo, Macassane) and 2 local 
long-term varieties (Chupa and Mocuba: even though, yield potential of these 2 varieties are less than 3 
other varieties). Seeds of 4 kinds of varieties (Chupa, Mocuba, Limpopo, and Macassane), which have 
higher purity as seed, have been produced 15.52 tons in total. It is expected that these quality seeds are 
utilized effectively. 
   As results of negative effects of floods such as destruction of flood protection banks, damages to 
main feeder canal, damages caused by water logging at rice fields, and damages to the access road to the 
Intabo irrigation scheme, long-term and significant amount of expenses had to be spent for 
rehabilitations of damaged main infrastructures. Although, a part of irrigation facilities in Intabo 
irrigation scheme have been improved under the Project, there remains necessity of further improvement 
of irrigation facilities for enabling proper distribution of irrigation water in wider area in the scheme. It 
is expected that certain sustainability on O&M of rehabilitated infrastructure is ensured and farmers’ 
awareness of ownership on irrigation facilities is raised as effects of farmer participatory rehabilitation 
of infrastructures. 
   Most of important objectives of the Project is expected to be attained by the end of the project term, 
therefore, it is concluded that the Project will be terminated in January 2015 as planned. 
 
6. Recommendations 
6-1. Recommended Actions to be taken by the Project Team in the Remaining Cooperation Period 
(1) Effective use of 3 kinds of manuals which are finalized 
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6-2. Recommended Actions to be taken by the Mozambican Authorities Concerned 
(1) Continuation of dissemination of improved techniques in the Intabo irrigation scheme and the Munda 
Munda irrigation scheme 
(2) Utilization of the Intabo irrigation scheme as a model site of the improved rice cultivation techniques
(3) Further improvement of irrigation and drainage facilities in Intabo irrigation scheme and further 
capacity building of WUA in terms of irrigation planning and irrigation water management 
(4) Improvement of post-harvest, access to market and road access 
(5) Seeds production (utilization of farmers’ experiences and preparation of foundation seeds 
production) 
 
7. Lessons Learned 
(1) Traditional rice cultivation method used in the project area is low cost method without using fertilizer 
and using local varieties which have more tolerant to flood and drought. This kind of rice cultivation 
method can expect lower yield. On the other hand, this cultivation method is reasonable considering 
higher risks of damages by flood and drought which happen every few years. When the improved 
irrigated rice cultivation techniques are applied, cultivation cost (expenses for fertilizer, land leveling 
and transplanting, etc.) is increased. It is risky for farmers in utilizing the improved techniques if rice 
fields affect frequently by natural disasters. It was necessary to be conducted more detailed surveys on 
the past records of flood and drought damages before the start of the Project. It was also necessary to 
study about what kinds of rehabilitation/improvement works of irrigation facilities are necessary for 
enabling stable irrigation water supply in the project target area. 
 
(2) Rice cultivation area within flood plains is larger than rice cultivation area in irrigation schemes. It is 
said that proper irrigation is not carried out in most of irrigation schemes due to obsolete or damaged 
irrigation facilities, lack of proper O&M, and higher risks of flood and drought. Considering this 
situation, necessity of large expenses and long-term for rehabilitating existing irrigation schemes, it is 
worth to promote developed rice cultivation techniques that have characteristics of low cost and better 
yield (comparing traditional cultivation method) and disseminate such techniques widely. 
 
(3) In implementing a triangular technical cooperation, there is a need for all parties to clarify what 
techniques of the Third Country should be utilized as technical guidances, based on the country’s social 
and historical background. It is also considered that sharing the applicable techniques among with 
stakeholders as many as possible may bring effective achievements in a triangular technical cooperation 
project. 
 
3-8 South-South Cooperation 
Based on the agreement among Japan, Mozambique and Vietnam, JICA experts had responsibility of the 
project management, and Vietnamese experts such as rice cultivation and operation and maintenance of 
irrigation facilities were in charge of technical guidance in the Project. Despite of the severe 
environment, theVietrnamese experts proceeded their activities vigorously; as a result, they obtained 
high evaluation from the counterparts and the farmers. 
On the other hand, JICA had to bear much burden regarding procedure to receive the Vietnamese experts 
to the Project. 
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第１章 調査の概要 

 
１－１ 調査団派遣の経緯と目的 

１－１－１ 調査団派遣の経緯 
モザンビーク共和国（以下、「モザンビーク」と記す）は、80 万 km2（農地：18 万 k m2）の

国土に 2,037 万人（2007 年、統計局）の人口を抱えており、就業人口の約 8 割は農業に従事し

ている。モザンビークにおいてコメの消費量は年々増加しており、近年は約 50 万 t（精米ベー

ス）となっている。需要の高まりを受けて換金作物としてのコメの位置づけは高まっているも

のの、コメ生産面積は 20 万 4,000ha、生産量は 26 万 t（平均収量 1.27t/ha：2009 年、モミベー

ス）にとどまり、30 万 t 以上のコメを輸入しており、食糧安全保障の観点から自給率向上が急

務となっている。 
こうした状況を受け、モザンビーク政府は同国内のコメ生産量の約半数を産出する稲作地域

であるザンベジア州のポテンシャルを活用すべく、わが国及び熱帯でのイネ栽培技術の経験を

豊富に有するベトナム社会主義共和国（以下、「ベトナム」と記す）に対し同州ナンテ地区の

インタボ灌漑区において、対象地域に適した灌漑稲作技術パッケージの開発・展示・普及と、

インタボ灌漑区の灌漑施設維持管理能力を向上させ対象地域におけるコメの生産性及び生産

量の向上を図るための支援を要請した。 
わが国及びベトナム政府はこれに対し、プロジェクト全体のマネジメント、及び機材等につ

いてはわが国が、イネ栽培技術に係る点についてはベトナムが専門家を派遣し、モザンビーク

を三角協力により支援することで合意し、モザンビーク農業省等をカウンターパート（C/P）
として、2011 年 1 月から 2015 年 1 月まで 4 年間の予定で「ザンベジア州ナンテ地区稲作生産

性向上のための技術改善プロジェクト」を開始し、日本側からチーフアドバイザー及び業務調

整員、ベトナム側から栽培技術、種子生産、普及、灌漑、通訳の 5 名の専門家が派遣された。 
 

１－１－２ 調査団派遣の目的 
プロジェクト実績、目標と成果の達成度を確認し、評価 5 項目の観点からプロジェクトの評

価を行うとともに、プロジェクト終了前後の活動に関する提言と類似案件のための教訓を得る

ことを目的とし、終了時評価を実施した。 
 
１－２ 団員構成 

＜日本側＞ 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 鍋屋 史朗 JICA 農村開発部 専任参事 

評価分析 道順 勲 中央開発株式会社 

計画管理 花田 博之 JICA 農村開発部 乾燥畑作地帯第一課 
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＜モザンビーク側＞ 

担当分野 氏 名 所 属 

総 括 Daniel Manuel Maduma 農業省農業サービス局 

評価団員 Carlos Nedson サンベジア州農業局（栽培） 

評価団員 Braz Eduardo Anselmo サンベジア州農業局（灌漑） 

 

１－３ 調査日程 

2014 年 5 月 16 日～6 月 5 日（詳細日程は、付属資料 1 を参照） 
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第２章 プロジェクトの概要 
 
２－１ 基本計画 

２－１－１ プロジェクトの背景 
モザンビークは、人口 2,037 万人（2007 年、統計局）、国土面積約 80 万 km2（農地：18 万 km2）

を有し、農業は GDP の約 2 割、全就業人口の約 8 割を抱えるモザンビークの基幹産業である。

コメはメイズに次ぐ主要作物であり、生産面積は 20 万 4,000ha、生産量は 26 万 t（2009 年、平

均収量 1.27t/ha）である。近年コメの消費量が年間約 50 万 t（精米ベース）と増加する一方で、

30 万 t 以上のコメを輸入しており、コメの自給率向上が急務となっている。 
こうした状況を受け、モザンビーク政府は、同国のコメ生産量の約半数を産出する稲作地域

であるザンベジア州のポテンシャルを活用すべく、わが国及び熱帯での稲作技術を豊富に有す

るベトナムに対し、同州ナンテ地区にあるインタボ灌漑地区において、対象地域に適した灌漑

稲作技術パッケージの開発・展示・普及と、インタボ灌漑区の灌漑施設維持管理能力を向上さ

せ、対象地域におけるコメの生産性及び生産量の向上を図るための支援を要請した。 
わが国及びベトナム政府はこの要請を受けて、日本側はプロジェクト全体のマネジメント及

び機材等の整備を担当し、ベトナム側は専門家を派遣してイネ生産技術に係る活動を担当し、

モザンビークとの三角協力による技術協力プロジェクトを実施することで合意した。モザンビ

ーク農業省、ザンベジア州農業局及びマガンジャ・ダ・コスタ郡 SDAE をカウンターパート機

関として、2011 年 1 月から 2015 年 1 月まで 4 年間の予定で「ザンベジア州ナンテ地区稲作生

産性向上のための技術改善プロジェクト」（以下、「プロジェクト」と記す）が開始された。 
 

２－１－２ プロジェクトの概要 
PDM version 3 に基づくプロジェクト概要は、以下のとおりである〔PDM の各バージョン（0、

1、2 & 3）の仮和訳については、付属資料 2 を参照のこと〕。 
 

（1）上位目標 
ザンベジア州マガンジャ・ダ・コスタ郡ナンテ地区の灌漑稲作の生産性と生産量が増加

する。 
 

（2）プロジェクト目標 
灌漑稲作技術の改良によってインタボ灌漑スキームの生産性と生産量が向上する。 

 
（3）成果 

成果 1：改良灌漑稲作技術パッケージが開発される。 
成果 2：インタボ灌漑スキームにおいて水利組合の灌漑施設の操作・維持管理と営農支 

援活動に係る能力が改善される。 
成果 3：改良灌漑稲作技術がインタボ灌漑スキームで普及される。 

 
（4）活 動 

1-1 プロジェクト理解を高めるためステークホルダーが参加するワークショップを開



－4－ 

催する。 
1-2 パイロットサイトを選定し、数種類の品種を選定する。 
1-3 ベースライン調査を実施する。 
1-4 パイロットサイトで改良稲作技術と種子生産技術を試験する。 
1-5 改良灌漑稲作技術パッケージに係るマニュアルを作成する。 
 
2-1 インタボ灌漑スキームにおける水管理と灌漑施設の現状を調査する。 
2-2 農家参加型で灌漑施設を改善する。 
2-3 灌漑施設の適正な操作・維持管理手法を開発する。 
2-4 灌漑施設の操作・維持管理マニュアルを作成する。 
2-5 インタボ灌漑スキーム水利組合に対する研修を実施する。 
2-6 インタボ水利組合の実施する営農支援活動を支援する。 
 
3-1 改良技術パッケージを普及員、農家に対して展示する。 
3-2 普及員と農家のための研修プログラムと教材を開発する。 
3-3 普及員と農家に対し研修を実施する。 
3-4 灌漑稲作技術に関し地域レベル、国レベルのワークショップを行う。 

 
（5）プロジェクト対象地域 

ザンベジア州マガンジャ・ダ・コスタ郡ナンテ地区インタボ灌漑スキーム 
 

（6）ターゲット・グループ（受益者） 
インタボ灌漑スキーム内の農家、ザンベジア州農業省の管理職及び技術職員及びマガン

ジャ・ダ・コスタ郡 SDAE の所長及び農業普及員 
 

（7）プロジェクト期間 
2011 年 1 月 15 日から 2015 年 1 月 14 日まで（4 年間） 

 
２－２ 実施体制 

２－２－１ プロジェクトの実施体制 
プロジェクト活動の主たる実施者は、ザンベジア州農業局の技術職員、マガンジャ・ダ・コ

スタ郡 SDAE の普及員、ベトナム人専門家、日本人専門家である。農業省農業サービス局長が

プロジェクト・ダイレクターとして、また、ザンベジア州農業局の局長がプロジェクト・マネ

ジャーとして本プロジェクトにかかわっている。以下にプロジェクトの実施体制図を示す。 
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図２－１ プロジェクトの実施体制図 

 
２－２－２ 運営管理（定例会議） 

プロジェクト活動を円滑に進めるため、以下の種類の会議・ミーティングが定期的あるいは

必要に応じて開催されている。 
 

表２－１ 開催された会議・ミーティング 

会議の種類 開催頻度 会議の主な機能 参加者の範囲 

JCC 年 1 回 

・年間活動計画の承認 
・プロジェクト活動進捗状況の

レビュー 
・プロジェクトにかかわる主た

る課題についてのレビューと
議論 

プロジェクト・ダイレクター、
プロジェクト・マネジャー、州
農業局 C/P、SDAE の C/P、モ
ザ ン ビ ー ク 農 業 研 究 所
（IIAM）、日本人専門家、ベト
ナム人専門家、JICA モザンビ
ーク事務所、ハノイ市農業農村
開発局（ハノイ DARD）など 

SC（ステアリ
ング・コミッ
ティ） 

必要に応
じて 

・詳細プロジェクト活動の作成 
・活動のモニタリング、調整、

評価 

プロジェクト・マネジャー、州
農業局C/P、SDAEのC/P、IIAM、
日本人専門家、ベトナム人専門
家など 

州 農 業 局 の
C/P とのミー
ティング 

必要に応
じて 

・活動計画に関する議論 
・ステアリング・コミッティの

開催準備 
州農業局C/P及び日本人専門家

SDAE の C/P
とのミーティ
ング 

必要に応
じて 

・プロジェクト活動実施にかか
わる議論と調整 

SDAE の C/P、日本人専門家、
ベトナム人専門家 

専門家会議 隔週 
・プロジェクト活動に関する情

報共有と意見交換 
・プロジェクト活動実施の調整 

日本人専門家及びベトナム人
専門家 

 

Joint Coordinating Committee

(DNSA (as Project Director), DPA (as Project Manager), IIAM, CEPAGRI, Japanese experts, 
Vietnamese experts, JICA Mozambique office, Hanoi DARD)

Steering Committee

(DPA, Japanese experts, Vietnamese experts, Mozambican counterparts, WUA, etc.)

Project Implementation Team

Japanese experts

1) Chief Advisor
2) Coordination/ Training

Mozambican counterparts

1) Director, SPA, DPA
2) Engineers, SPA, DPA
3) Engineer, INIR
4) Engineer, SPER, DPA
5) Director, SDAE in Maganja da Costa
6) Extension Officers (3), SDAE
7) Extension Workers (2), SDAE/PRODEZA

Vietnamese expert

1) Team Leader
2) Seed
3) Cultivation
4) Irrigation
5) Extension
6) Interpreter

JICA 
Mozambique 

Office

JICA 
Headquarters 

(Tokyo)

Hanoi 
DARD

(Vietnam)

JICA 
Vietnam 

Office
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第３章 終了時評価の方法 
 
３－１ 評価手法 

本終了時評価は、『新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版（2010 年）』に沿って、日本側及びモ

ザンビーク側メンバーで構成される合同評価チームを結成し、プロジェクト関連資料のレビュー、

プロジェクト関係者へのヒアリング、プロジェクト対象灌漑事業地区の視察と水利組合幹部及び

農民からのヒアリングを実施し、PDM や PO に基づき、合同評価を行ったものである。評価にお

いては、プロジェクトの実施プロセス、プロジェクト活動の進捗状況、プロジェクトの実績・成

果の把握と分析を行い、また、5 項目評価（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の

観点からの評価も行った。現地においては、評価結果を英文報告書に取りまとめ、評価結果概要

を、JCC 会議の際にプロジェクト関係者に説明した。なお、本プロジェクトは、日本、ベトナム、

モザンビークによる三角協力事業であり、中間レビュー時には、この三者による合同評価が実施

されたが、終了時評価では、都合によりベトナム側関係者がモザンビークに来ることができず、

日本及びモザンビークの二者による合同評価となった。 
 
３－２ 評価項目 

本プロジェクトに関する各種資料（詳細計画策定調査報告書、中間レビュー調査報告書、年次

業務完了報告書、月例報告書、日本人専門家作成の終了時評価向け資料など）を参考にしつつ、

また、2013 年 1 月 25 日に改訂された PDM（ver. 3）に基づき、プロジェクトの成果、5 項目評価、

実施プロセスに関する評価設問と収集が必要なデータ等を設定した。 
 

３－３ データ収集方法 

情報・データ収集は以下の方法により実施した。 
 
情報・データ 
収集方法 

目 的 主な情報源 

①文献調査 

プロジェクトに関連

する政策、プロジェク

トの実績に関連する

資料 

♦  モザンビーク政府の貧困削減行動計画 2010-2014
（Poverty Reduction Action Plan：PARP 2010-2014） 

♦  農 業 開 発 戦 略 計 画 2010-2019 （ Strategic Plan for 
Agricultural Development：PEDSA 2010-2019） 

♦ 対モザンビーク共和国 国別援助方針（2013 年 3 月）（外

務省） 
♦ 国別データブック（外務省） 
♦ 詳細計画策定調査報告書（JICA、2010 年 5 月） 
♦ 中間レビュー調査報告書（JICA、2013 年 7 月） 
♦ 年次業務完了報告書及び月例報告書 
♦ 専門家作成のプロジェクトの投入・活動・実績に関する

資料 
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②インタビ

ュー 

プ ロ ジ ェ ク ト の 実

績・進捗状況及び実施

プロセスに関するヒ

アリング・確認 

♦ 日本人専門家（長期専門家 2 名） 
♦ ベトナム人専門家（短期専門家 5 名） 
♦ モザンビーク側カウンターパート（ザンベジア州農業局

の職員、マガンジャ・ダ・コスタ郡 SDAE の所長及び普

及員） 
♦ 対象灌漑地区の水利組合幹部メンバー及び農民 

③質問票 

プロジェクトの実績、

成果の発現状況、効率

性、インパクト、持続

性等に関する事項の

把握 

♦ 日本人専門家 
♦ モザンビーク側主要カウンターパート 
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第４章 計画達成度 
 
４－１ 投入実績 

４－１－１ 日本側及びベトナム側投入 
（1）日本人専門家派遣 

2 分野の長期専門家が述べ 3 名派遣された。担当分野、氏名、派遣期間は表４－１のと

おりである。 
 

1）長期専門家 
表４－１ 日本人専門家派遣実績 

 担当分野 氏 名 派遣期間 
M/M 

（人月）

1 
チーフ 
アドバイザー 

田村 政人 

2011 年 3 月 1 日～6 月 30 日 
2011 年 10 月 17 日～2012 年 7 月 27 日 
2012 年 10 月 1 日～2013 年 6 月 30 日 
2013 年 10 月 15 日～2014 年 1 月 8 日 
2014 年 4 月 14 日～2014 年 7 月 12 日 
（終了評価以降、もう 1回の派遣予定あり） 

28.5 

2 業務調整/ 研修 興村 暁子 2011 年 1 月 15 日～2012 年 3 月 21 日 14.4 

3 業務調整/ 研修 塚原 正泰 2013 年 4 月 14 日～2014 年 11 月 13 日 19.3 

   合 計 62.2 

 
（2）ベトナム人専門家派遣 

5 分野の専門家が述べ 8 名派遣された。担当分野、氏名、派遣期間は表４－２のとおり

である。 
 

表４－２ ベトナム人専門家派遣実績 

 担当分野 氏 名 派遣期間 
M/M 

（人月）

1 
チーム 
リーダー 

Mr. Nguyen Xuan Dung 

2011 年 5 月 28 日～2011 年 6 月 11 日 
2011 年 6 月 22 日～2011 年 6 月 27 日 
2011 年 11 月 5 日～2011 年 12 月 22 日 
2012 年 3 月 10 日～2012 年 3 月 22 日 
2012 年 5 月 8 日～2012 年 6 月 30 日 

4.53 

2 栽培 Mr. Dinh Xuan Duc 2011 年 5 月 28 日～2011 年 6 月 30 日 1.13 

3 栽培 Mr. Nguyen Ngoc Long 
2011 年 11 月 5 日～2012 年 6 月 30 日 
2012 年 11 月 1 日～2013 年 8 月 15 日 
2013 年 10 月 8 日～2014 年 6 月 15 日 

25.93 
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4 種子 Mr. Hoang Kim Vy 

2011 年 5 月 28 日～2011 年 6 月 30 日 
2011 年 11 月 5 日～2012 年 6 月 30 日 
2012 年 11 月 1 日～2013 年 7 月 1 日 
2013 年 10 月 8 日～2014 年 6 月 15 日 

25.57 

5 灌漑 Mr. Nguyen Duc Long 

2011 年 5 月 28 日～2011 年 9 月 1 日 
2011 年 11 月 5 日～2012 年 7 月 26 日 
2012 年 11 月 1 日～2013 年 8 月 15 日 
2013 年 10 月 8 日～2014 年 6 月 15 日 

30.03 

6 普及 Ms. Tran Thi Thu Trang 2013 年 10 月 8 日～2014 年 6 月 15 日 8.37 

7 通訳 Ms. Le Thu Thuy 
2011 年 5 月 28 日～2011 年 9 月 1 日 
2011 年 11 月 5 日～2012 年 7 月 26 日 

12.07 

8 通訳 Ms. Hoang Thi My 
2012 年 11 月 1 日～2013 年 7 月 1 日 
2013 年 10 月 8 日～2014 年 6 月 15 日 

17.97 

   合 計 125.60

 
（3）本邦研修 

終了時評価時点までに、本邦研修には 1 名が参加し、ベトナムでの研修には 7 名が参加

した。研修内容は、「収穫後処理」「稲作」「稲作、灌漑、コメ市場等に関する技術交換」

である。詳細は表４－３のとおり。 
 

表４－３ 本邦研修及びベトナム研修実績 

No. 参加者氏名 受入期間 研修内容 受入機関 役 職 
 【本邦研修】     

1 
Mr. Natalino Mosés 
Fernado 

2011 年 8 月 23 日

～9 月 24 日 
収穫後処理 JICA/山形大学 SDAE 所長 

 【ベトナムでの研修】     
2 Mr. Pascual Dozelia 2012年 9月 8日～

10 月 13 日 
（36 日間） 

稲作 ベトナム、 
ハノイ DARD 

SDAE ナンテ地区 
普及員 3 Mr. Aurelio Maulati 

Chinai 

4 Mr. Ilídio José Afonso 
Bande 

2013 年 8 月 18 日

～30 日 
（13 日間） 

稲作、灌漑、

コメ市場等

の技術交換

ベトナム、 
ハノイ DARD 

州農業局長 

5 Mr. Nel da Graça 
Impoia 郡農業所長 

6 Mr. José Amândio 
Lopes 

州農業局普及課 
技師 

7 Mr. Braz Eduardo 
Anselmo 州農業局灌漑技師 

8 Mr. Natalino Mosés 
Fernado SDAE 所長 

 
  



 

－10－ 

（4）機材供与及び施設改修 
プロジェクト活動のために日本側が供与した機材には、車輌、コピー機、コンピュータ、

プリンター、ハンドトラクター、灌漑用ポンプ、足踏み脱穀機、唐箕などがある。機材の

詳細リストについては、ミニッツの Annex 5（付属資料 8）を参照のこと。 
日本側の資金支援と農民参加型工事の実施を通じて、以下の灌漑施設・インフラ等のリ

ハビリや整備が実施された。 
① 電動ポンプの更新とポンプ場床の修復 
② ポンプ場すぐそばの堤防の修復（2013 年の洪水時に損壊した部分の修復） 
③ 幹線水路の損傷部分修復と一部レンガによるライニング実施（約 100m） 
④ 用水路にチェックゲートの設置（3 カ所） 
⑤ 用水路横断橋の設置（11 カ所） 
⑥ 河川堤防の新規建設及び修復（合計約 5 km） 
⑦ その他の用水路、排水路、農道の修復 

 
（5）日本側負担現地活動経費 

プロジェクト活動実施のために日本側が負担した活動経費は、2014 年 3 月時点で 1,800
万メティカル（約 54 万 7,000 ドル）である。この活動経費に含まれるものは、資機材購入

費及びプロジェクト活動のための一般経費である。 
 

表４－４ 日本側負担現地活動費 

 
項目/期間 

2011 年 1 月～ 
2011 年 3 月 

2011 年～ 
2012 年 3 月

2011 年 4 月～

2012 年 3 月

2013 年 4 月～

2014 年 3 月 
計 

（メティカル）

1 機材購入費 2,392,393.00 1,350,737.79 210,857.36 0.00 3,953,988.15 

2 現地活動経費 601,073.00 4,965,947.79 4,909,810.28 3,592,329.46 14,069,160.53 

計 2,993,466.00 6,316,685.58 5,120,667.64 3,592,329.46 18,023,148.68 

 
４－１－２ モザンビーク側投入 
（1）プロジェクト活動に参加したカウンターパート 

終了時評価時点では、11 名のカウンターパートがプロジェクト活動に参加している。組

織別のカウンターパートの人数を表４－５に示す。なお、カウンターパートの詳細リスト

は、ミニッツの Annex 7（付属資料 8）を参照のこと。 
 

表４－５ プロジェクトに参加したカウンターパート数 

組 織 
カウンターパートの人数

（人） 
農業省農業サービス局（プロジェクト・ダイレクターとして） 1 
ザンベジア州農業局 4 
国家灌漑庁 1 
マガンジャ・ダ・コスタ郡 SDAE（郡経済活動事務所） 3 
PRODEZA の支援を受けている SDAE の普及員 2 

計 11 
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（2）モザンビーク側負担経費 
マガンジャ・ダ・コスタ郡 SDAE が負担した経費は、電気・水道代、通信費、オートバ

イや車輌の運転経費である。その詳細については、ミニッツの Annex 8（付属資料 8）参

照のこと。 
 

（3）施設建設や機材の提供 
モザンビーク側は、プロジェクト事務所（1 棟）及び専門家の宿泊施設（3 棟）を新設

したほか、家具類と機器類も整備した。さらに、普及員用のオートバイを調達した。これ

ら経費合計は、1,940 万メティカル（約 61 万 8,000 ドル）である。詳細については、ミニ

ッツの Annex 8（付属資料 8）を参照のこと。 
 
４－２ 活動実績 

プロジェクト活動は、プロジェクト開始以降、PDM や PO に沿って実施されてきた。活動項目

ごとの活動の進捗状況及び主な成果並びにプロジェクト残り期間の活動について、終了時評価調

査団がプロジェクトチームメンバーから得た情報に基づき作成したものを表４－６に示す。 
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表４－６ 活動の進捗状況と主な成果 

 

* プロジェクト活動の「進捗率」は、終了時評価チームがプロジェクトチームから得た情報に基づいて示したおおよその進捗度である。 

（例： 0％の場合は、活動が開始されていない、50％の場合は、活動の半分が実施された、100％の場合は、計画された活動が完了したことを意味する） 

 活動項目 進捗と主な成果 
進捗率

（％）*
プロジェクト 

残り期間の活動 
1-1 プロジェクト理解を高め

るためステークホルダー

が参加するワークショッ

プを開催する。 

2011 年 5 月 20 日にステークホルダーを招いたワークショップが開催され、プロジェクト活動に関す

るプレゼンテーションが実施された。参加機関は、マガンジャ・ダ・コスタ郡の保健課及び教育課、

PRODEZA、ザンベジア稲作会社（Zambezia Paddy Company：EOZ）、中部州商業農業促進組合

〔Association for Promoting Commercial Agriculture：APAC（NGO）〕、Rural Association for Mutual Aid：
ORAM（NGO）などで、参加者数は約 30 名。 

100 完了 

1-2 パイロットサイトを選定

し、数種類の品種を選定

する。 

・2011年6月～7月にかけて種子生産専門家が、サイト調査を実施し、種子選別、種子生産方法が特定

された。 
・2011年12月～2012年6月まで、7品種について比較試験が実施され、ザンベジア州で稲作を行った場

合の品種ごとの特性、生産力が明らかとなった。早生品種では、Macassane、Limpopo及びITA312
の高収量性が確認され（Macassaneは最高収量8t/haを記録）、在来の晩生品種では、MocubaとChupa
の収量性と良質・良食味が確認された。また、優良種子を生産する目的で、純系分離が実施され、

Limpopoと在来品種Chupaの2品種について純系系統G1が選別された。 
・2012年12月～2013年6月に優良品種（LimpopoとMacassane）と上記純系2種（MocubaとChupa）の種

子増殖が行われた。 
・2013年12月から4品種（Chupa、Mocuba、LimpopoとMacassane）の種子栽培が開始され、2014年4月

～5月にかけて増殖種子の収穫が行われた。 

95 種子生産に関す

る報告書を作成

中 

1-3 ベースライン調査を実施

する。 
2011 年 5 月にベースライン調査が実施され、報告書が作成された。ベースライン調査結果は、2011
年 6 月 23 日に開催された JCC で発表された。 

100 完了 

1-4 パイロットサイトで改良

稲作技術と種子生産技術

を試験する。 

・2011年12月～2012年6月まで稲栽培試験が行われ、並行して現地稲作方法の診断も行われ、稲作と

種子生産に係る育苗、移植、施肥、収穫、収穫後技術について、技術改良の方向が明らかにされた。

・また、同期間、奨励品種IT312を使い栽植密度試験が実施された。栽植密度の違いによる統計的な

有意差は得られなかったが、35株/m2と25株/m2が高い収量を示した。 
・2011年12月～2012年6月及び2012年12月～2013年6月の期間、各種の代掻き・均平試験が実施され、

現地における有効な代掻き・均平方法〔圃場の細分化、人力均平、マンガ（現地作成手動均平板）〕

が明らかにされた。 

95 栽培技術改善及

び種子生産技術

に関する試験活

動は完了し、報告

書を作成中 
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  ・2011年12月～2012年6月に実施された奨励品種ITA312に係る施肥試験において、90kgN（窒素量換

算）/haの処理区が、最高収量を示し、70 kg N/ha、50 kg N /ha、0 kg N /ha処理区と収量上の有意差

を生じた。2012年12月～2013年6月にさらに施肥試験が実施されたが、洪水被害を受けたため、試

験結果が得られなかった。2013年12月～2014年6月にかけて同様の試験が実施された。 

  

1-5 改良灌漑稲作技術パッケ

ージに係るマニュアルを

作成する。 

栽培試験結果に基づき、ベトナム人専門家が改良灌漑稲作技術に関するパッケージのマニュアル（案）

を作成した。2014 年 2 月に、ベトナム人専門家、日本人専門家、モザンビーク側 C/P 間でマニュア

ルの内容に関する検討が行われた。その後、C/P がマニュアルの改訂案を作成した。現在この改訂案

を基に、ベトナム人専門家及び日本人専門家がマニュアルの最終化を進めている（語彙、表現、写真

の手直し）。また、種子生産マニュアルも同様のプロセスを経て、最終化が進められている。 

95 マニュアル最終

版の作成と配付 

2-1 インタボ灌漑スキームに

おける水管理と灌漑施設

の現状を調査する。 

インタボ灌漑地区内の灌漑施設及び水管理の状況調査が、水利組合幹部メンバーや農民も参加しつ

つ、2011 年 11 月から 2012 年 7 月にかけて実施され、問題点、課題が特定された。 
100 完了 

2-2 農家参加型で灌漑施設を

改善する。 
2011 年 7 月～2011 年 8 月、2011 年 12 月～2012 年 1 月、2012 年 6 月～2012 年 12 月の各期間、農家

参加型による灌漑施設等の修復活動が実施された。具体的には、用水路清掃、洪水予防のための堤防

護岸修復（一部新設）工事、沼地化した部分の幹線水路（導水路）の復元工事、用水路及び排水路構

造物の修復工事である。2013 年 8 月～2013 年 12 月の期間にも、農家参加型による堤防復旧工事が実

施された。 

100 完了 

2-3 灌漑施設の適正な操作・

維持管理手法を開発す

る。 

インタボ灌漑地区では、大半の灌漑施設が損傷、破損、老朽化しており、適正な灌漑施設の操作及び

維持管理を行うためには、これら灌漑施設の修復が必要であった。2013 年 3 月にベトナム人灌漑専

門家が、灌漑施設の適切な維持管理に関する研修用資料を作成し、2013 年 4 月以降、水利組合幹部

メンバーや農家に対する研修が実施された。 

100 完了 

2-4 灌漑施設の操作・維持管

理マニュアルを作成す

る。 

ベトナム人専門家が灌漑施設の維持管理マニュアル（案）を作成し、2014 年 2 月にマニュアルの内

容に関する検討が、ベトナム人専門家、日本人専門家、モザンビーク側 C/P 間で行われた。その後、

モザンビーク側 C/P がマニュアルの改訂案を作成し、現在この改訂案を基に、ベトナム人専門家及び

日本人専門家が最終化を進めている。 

95 マニュアル最終

版の作成と配付 
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2-5 インタボ灌漑スキーム水

利組合に対する研修を実

施する。 

2012 年 2 月 10 日、3 月 2 日、4 月 10 日、4 月 20 日にインタボ水利組合幹部メンバー等を対象に研修

が実施された。適正な施設の操作・維持管理や水管理を行うには、灌漑施設等の破損、損傷、老朽化

が激しい状況であったので、その修復作業が優先的に実施された。2013 年 1 月には、灌漑施設使用

料決定に資するコスト資料が作成・配布され、水利組合幹部に対する意識喚起が図られた 

90 

2-6 インタボ水利組合の実施

する営農支援活動を支援

する。 

水利組合が行う営農支援活動への支援として、水利組合が所有するトラクターを用いた営農支援活動

（圃場の耕起作業を有料で実施し、収穫後にモミで回収）及び展示圃場活動実施を通じた水利組合の

能力向上が行われた。 

90 

水利組合幹部と

のミーティング

を数回実施予定。

テーマは、灌漑料

金徴収や営農サ

ービス（トラクタ

ーの賃耕と種子

販売）。 

3-1 改良技術パッケージを普

及員、農家に対して展示

する。 

2011 年 12 月～2012 年 6 月の作期に、ベトナム人専門家が開発した稲作改良技術を農家に指導し、展

示圃場参加農家が、この改良技術を篩にかけて現地で適用できる栽培技術として実証する作業を展開

した。2012/13 年作では、灌漑地区内に洪水被害が生じたものの、被害が軽度であった場所では、生

産量が飛躍的に上がっていた。2013 年 12 月～2014 年 6 月の作期においては、展示圃場面積を 80ha
に増やし、参加農家（293 戸）とともに 4 名の普及員とベトナム人専門家が実証作業を行った。 

100 完了 

3-2 普及員と農家のための研

修プログラムと教材を開

発する。 

稲作、種子生産、灌漑の各専門家が各種の研修教材を作成した。教材リストは、ミニッツの Annex 9
参照のこと。なお、2014 年 1 月に灌漑施設使用料決定に資するコスト資料を作成・配布し、水利組

合幹部に対する意識喚起が図られた。2014 年 3 月には、灌漑施設の維持運営のための農家向け研修

資料が作成された。 

100 完了 

3-3 普及員と農家に対し研修

を実施する。 
2012 年 2 月 10 日、3 月 2 日、4 月 10 日、4 月 20 日にインタボ水利組合を対象に稲作、リーダーシッ

プと組織、施設の維持管理に関する研修が実施された。2012 年 5 月には、ムンダムンダ地区水利組

合との意見交換及びそれぞれの地区の稲作現状視察が実施された。2012 年 12 月以降、展示圃農家に

対し稲作技術に関する研修が、生育時期に合わせて実施された。詳細はミニッツの Annex 10（付属資

料 8）参照のこと。 

100 完了 

3-4 灌漑稲作技術に関し地域

レベル、国レベルのワー

クショップを行う。 

州レベルのワークショップは、これまでに 4 回実施された。第 1 回目は、本プロジェクトの活動計画

について、ザンベジア州内の稲作・農村開発にかかわる組織・NGO とインタボ水利組合幹部に対す

る説明が行われた。第 2 回目は、ザンベジア州内の 4 郡の関係者に対して本プロジェクトの成果が説

明された。第 3 回目は、ザンベジア州内の 6 郡の普及員、農家、政府関係者等に対し、プロジェクト

現場視察・説明が実施された。第 4 回目には、ザンベジア大学の学生も参加したフィールドデーが実

施され、試験圃場、種子生産圃場、農家展示圃、灌漑施設修復サイトを視察し、意見交換が行われた。

2014 年 8 月に国レベルのワークショップが開催される予定になっている。 

80 国レベルのワー

クショップ開催

は 8 月となる見

込み（開催場所

は、ショクエある

いはマプト） 
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４－３ アウトプットの達成状況 

４－３－１ アウトプット 1 
【改良灌漑稲作技術パッケージが開発される。】 

 
以下の 2 つの指標の達成度からみて、また、栽培試験結果として、開発された灌漑稲作技術

を用いた場合のイネ収量ポテンシャル（試験圃場）が 9.4t/ha であること、さらに、2 種類のマ

ニュアル（改良灌漑稲作技術及びコメ種子生産）が作成されていることを考慮すると、成果 1
の達成度は大変高いといえる。 

 

指標 1-1：パイロットサイトでの平均収量が少なくとも 40％増加する（到達目標 3.5t/ha）。

 
2011/12 年作のパイロットサイト（試験圃場：平均収量 2.5t/ha）におけるモデル稲作（Chupa

品種を用いて改良灌漑稲作技術を適用）では、4.5～5.0t/ha の収量を記録した。この収量は、こ

の地区の農家の慣行栽培（直播及び移植、無施肥）での収量と比較し 180～200％高い収量であ

る。また、指標基準となるパイロットサイトでの平均収量が 2.5t/ha であることから、80～100％
増加したこととなる。よって、指標は達成したといえる。なお、パイロットサイトで適用した

稲作技術は、栽植密度が 35 株/m2、1 カ所当たり 2 本植え、施肥量（窒素換算）が 65 kg /ha で

ある。（栽培面積：4,100 m2） 
2012/13 年作のパイロットサイトにおける栽植密度試験では、栽植密度によって収量が異な

るが、6.5～7.5t/ha の収量を記録した。また、施肥試験では、無肥料で 6.4t/ha、施肥した場合

8.0～9.4t/ha の収量を記録した（いずれの場合も高収量早生品種である ITA 312 を用いた試験結

果）。 
このようにパイロットサイトでの収量は、目標値である 3.5t/ha を大きく上回っている。 

 

指標 1-2：パイロットサイトで高品質の種子が 3t 生産される（旧 GPZ 地区）。 

 
2012/13 年作では、表４－７に示した 4 品種の種子がパイロットサイトで生産され、種子生

産量の合計は、2.37t/ha であった。 
 

表４－７ 2012/13 年作の種子生産量 

品種 目的 栽培面積（m2） 収穫量（kg） 収量（t/ha） 備考 
Singano 優良種子生産 1,130 480 4.25 （*） 

種子生産圃場

が洪水の影響

を受けたため、

純系 G2 選抜が

できなかった。

Chupa 優良種子生産 345 200 5.80 
Chupa（*） 純系 G2 選抜 450 260 5.78 
Macassane 優良種子生産 1,890 1,180 6.24 
Limpopo（*） 純系 G2 選抜 380 250 6.58 
 計 4,190 2,370 5.65 
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圃場均平度及び灌漑用水供給の点で農家圃場には種子生産に適した条件が整っていないた

め、2013/14 年作では、種子生産圃場として農家圃場は使用せず、パイロットサイトで種子生

産が行われた。2013/14 年作における品種別（4 品種）の種子栽培面積、収量、生産量を表４－

８に示した。 
 

表４－８ 2013/14 年作の品種別種子栽培面積、収量、生産量 

品種 栽培面積（m2） 収量（t/ha） 生産量（t） 備考 
Chupa 5,290 4.17 2.21 2014 年 5 月 22 日から収穫が実施

された。このデータは、全刈りの

データである。 
Mocuba 7,857 4.12 3.24 

Limpopo 6,799 6.28 4.27 2014 年 4 月に収穫が実施された。

このデータも、全刈りのデータで

ある。 
Macassane 8,275 6.86 5.68 

計 28,221 --- 15.25  
 

4 品種（Limpopo、Macassane、Chupa、Mocuba）の種子が 2014 年 4 月と 5 月に収穫され、純

系証明種子の総生産量は 15.25t を記録し、プロジェクト目標値である 9t を大きく上回った。ベ

トナム人種子専門家との適切な連携が行われ、南南協力の効果が発現したといえる。 
 

その他の成果 

 
プロジェクトチームによって改良灌漑稲作技術マニュアル（案）とイネ種子生産マニュアル

（案）が作成された。マニュアルの最終版作成後、ザンベジア州の州農業局及び州内の全 SDAE、
ザンベジア州内とショクエにあるモザンビーク農業研究所（Institute of Agricultural Research in 
Mozambique：IIAM）、国レベルのワークショップ参加者〔今年（2014 年）実施予定〕、水利組

合、農協に配付される予定である。 
 

４－３－２ アウトプット 2 
【インタボ灌漑スキームにおいて水利組合の灌漑施設の操作・維持管理と営農支援活動に係

る能力が改善される。】 
 

現状の灌漑システムでは、灌漑地区全体で適切な灌漑用水利用ができない状況にあり、その

ため、成果 2 の指標 2-1 と指標 2-2 は、水利組合の灌漑施設維持管理能力を評価するうえでは、

あまり適していない。本プロジェクトでは、緊急に修復を施す必要性から、基幹的灌漑施設と

河川堤防の修復が実施された。このような大規模な施設の修復は、本プロジェクト開始以前に

は想定していなかった。これら大規模な施設の修復に時間を要することになったため、その他

の灌漑施設、例えば、チェックゲートや灌漑用水路の改善を十分に行うことができなかった。

しかし、灌漑施設維持管理における研修参加者の理解度、及び水利組合の営農支援活動による

裨益農家数については、指標を達成していることから、成果 2 は部分的に達成されたといえる。 
要約すると、水利組合の灌漑施設維持管理能力及び営農サービス活動実施能力は着実に強化
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されたものの、今後さらに、灌漑施設のさらなる改善に合わせて段階的に、水管理能力及び営

農支援活動実施能力を強化していく必要がある。 
 

指標 2-1：インタボ灌漑スキームの稲作地区内の 70％の農家が水利用に満足する（420 人）。

 
これまでに、水利組合幹部メンバーや農家を対象に、水管理や灌漑施設維持管理に関する各

種研修が実施され、累計で 197 名の農家が受講している。インタボ灌漑地区内の農家が灌漑用

水の利用に満足しているかどうかに関する調査は、2013/14 作期の展示圃活動1終了後（収穫終

了後）に展示圃農家（293 名）を対象に実施する予定となっている。本プロジェクトで水管理

に関する研修が実施され、一部の灌漑施設の修復が実施されたが、灌漑地区内で適切な水管理

が行えるようになるためには、さらなる灌漑排水施設の改善、灌漑施設の適切なメンテナンス、

農家圃場の均平化、二次水路の利用、灌漑計画及び灌漑スケジュールの作成、灌漑計画に基づ

く灌漑用水の分配等が必要である。灌漑施設の現状から判断して、灌漑地区内のより広い地区

に適切に用水供給を行える状況になく、この指標は、水利組合の灌漑施設維持管理能力を評価

するうえであまり適切でなく、また、この指標をプロジェクト期間内に達成することは困難で

ある。 
 

指標 2-2：水利組合の水管理ボードが灌漑面積の 100％を管理する。 

 
本プロジェクトで、ポンプ施設の更新、導水路修復、チェックゲート設置、水路横断橋建設

等が進められてきたが、インタボ灌漑地区内には、修復や新規設置が必要な灌漑施設がまだ相

当にある（一部の灌漑用水路の掘削、チェックゲートの設置、排水路の修復など）。灌漑施設

の現状では、水利組合や農民が、水管理を適切に実施できる状況にない。水利組合が灌漑用水

供給を適切に行えるようになるには、さらに灌漑排水施設の修復が必要である。また、水利組

合が、灌漑計画作成や灌漑計画に基づき適切に水管理を行うためには、将来、これらに関する

知識や技能を身に付けることが必要である。プロジェクトの残り期間では、水利組合幹部メン

バーの能力強化を次の点で進める予定である。それは、①水利費及びポンプ運転経費の徴収方

法などに関する組合員の同意を取り付けること、②持続的なポンプ運転と灌漑施設の維持管理

に関する計画・実施能力を身に付けること、である。 
水利組合幹部メンバーの水管理に関する能力は、ある程度強化されたが、灌漑施設の改善と

合わせて段階的にさらに能力強化を図る必要がある。 
 

指標 2-3：70％の研修参加者が灌漑施設の操作・維持管理を理解する（126 農家）。 

 
既に述べたように、水管理及び灌漑施設維持管理に関する研修に、累計 197 名の農家が参加

した。得られた情報では、「参加者の 70％（138 名）が研修で実施された灌漑施設の操作・維

                                                        
1 通常、「展示圃」とは、特定のあまり大きくない圃場区画内で、改良栽培技術を周辺農家に展示・紹介したり、研修実施の

場として使用したりする目的をもつ。一方、本プロジェクトの場合は、各農家の圃場であり（0.3～0.5ha）、各農家の判断で、

複数の改良技術を選定し、実際の稲作に改良技術を取り入れ、実践している圃場である。 
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持管理の理念を理解できている」と判断されている。したがって、この指標は達成されている

と考えられる。 
 

指標 2-4：インタボ灌漑スキームの稲作地区内の 70％の農家（420 人）がインタボ水利組合

の営農支援活動により裨益する。 

 
インタボ水利組合が行っている営農支援活動としては、①プロジェクトの支援により実施し

ている展示圃の設置のための調整作業と②灌漑地区内の灌漑施設の修復がある。展示圃設置で

は 293 名の農家が展示圃農家として裨益し、灌漑施設修復では施設修復作業に参加した 150 名

以上の農家が裨益している。 
この指標はおおむね達成していると考えられる。 

 

その他の成果 

 
プロジェクトチームによって灌漑施設の維持管理マニュアル（案）が作成され、2014 年 6 月

中旬までに最終版が作成される予定である。マニュアルの最終版作成後、これらマニュアルは、

ザンベジア州の州農業局及び州内の全 SDAE、ザンベジア州内とショクエにある IIAM、国レベ

ルのワークショップ参加者〔今年（2014 年）実施予定〕、水利組合、農協に配付される予定で

ある。 
 

４－３－３ アウトプット 3 
【改良灌漑稲作技術がインタボ灌漑スキームで普及される。】 
 
以下の 4 つの指標が今年中に達成する見込みであることを考慮すると成果 3 は、プロジェク

ト終了までに達成する見込みであるといえる。 
 

指標 3-1：マガンジャ・ダ・コスタ郡の 70％の普及員が農家研修用の研修教材の内容を理解

する。 

 
マガンジャ・ダ・コスタ郡 SDAE には、普及員が 7 名おり、そのうち 3 名の普及員（なお、

1 名は 2014 年から大学に入学し休職中）が、本プロジェクトの研修を受講するとともに、プロ

ジェクトで実施した研修において講師役を務めた。また、これら 3 名の普及員は自分の農地を

もち、水田での稲作を実践している。これらを通じて、3 名の普及員は、研修教材の内容を理

解している。2 名の SDAE 普及員（PRODEZA の支援を受けている）が、改良灌漑稲作技術に

ついての知識と技能を習得し、その技術をインタボ灌漑地区及びムンダムンダ灌漑地区の農家

に普及するために配置された（2013 年 12 月）。これら 5 名の普及員は、研修受講や農家への指

導を通じて研修材料の内容を理解している。 
したがって、この指標の達成度は満足できる水準であるといえる。 
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指標 3-2：パッケージのなかの少なくとも 5 つの稲作技術が、インタボ灌漑スキームの稲作

地区内の 50％以上の農家（300 人）により採用される。 

 
改良灌漑稲作技術パッケージの主な技術としては、次のものがある。①圃場均平化の実施、

②移植法の採択、③種子予措（種子の浸漬、催芽）、播種量、④適正苗代（大きさ、畑苗代と

水苗代）と播種法、⑤適期の移植、⑥栽植密度（17 cm x 17 cm）の励行、⑦浅植えの実施、⑧

適正水管理、⑨施肥、⑩収穫と乾燥法、⑪良質種子の使用、ほか。 
293 名の農家が参加した展示圃（農家圃場）では、上記技術項目のなかで、少なくとも①圃

場均平、②移植法の採択、③種子予措（種子の選別、浸漬と催芽）、⑤適期の移植、⑥栽植密

度（17 cm x 17 cm）の励行、⑪良質種子の使用、の 6 種類の技術が採用されている。 
したがって、この指標はおおむね達成されている。 

 

指標 3-3：少なくとも 5 名の研修指導員が研修を受け、農家研修に従事する。 

 
既述のとおり、SDAE の普及員 3 名と PRODEZA 支援の普及員 2 名が、プロジェクトの研修

を受講のうえ、農家向け研修では講師として従事している。 
したがって、本指標は達成されている。 

 

指標 3-4：インタボ灌漑スキーム内の農家の 20 名が州、国レベルのワークショップに参加し、

そのうち 70％（14 名）がプロジェクトの成果を理解する。 

 
州レベルのワークショップは、これまでに 4 回実施された。表４－９に各ワークショップの

内容と参加者数を示す。 
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表４－９ ワークショップの内容と参加者数 

年月日 種類 対象者 概 要 
総参加者数

（農家数）

2011 年 
5 月 20 日 

ワ ー ク シ

ョップ 

ザンベジア州内の稲作、農

村開発に関与する民間、他

協力機関、NGO などのステ

ークホルダーとインタボ水

利組合 

本プロジェクトの活動計画

の説明 
30 

（3） 

2012 年 
4 月 30 日 

ワ ー ク シ

ョップ 
ザンベジア州内 4 郡を対象

本プロジェクトの活動成果

の発表 
45 

（5） 

2013 年 
5 月 10 日 

ワ ー ク シ

ョップ 

ザンベジア州内 64 郡の農

家、普及員、DPA、SDAE､
NGO、インタボ及びムンダ

ムンダ水利組合代表 

パイロットサイト試験圃、水

路改修現場、堤防修復現場、

ポンプ場堤防崩壊地点の視

察と視察内容に関する参加

者による討論 

45 
（5） 

2014 年 
4 月 25 日 

フ ィ ー ル

ドデー 

ザンベジア大学、 NGO、

DPA、SDAE などの関連ステ

ークホルダー 

パイロットサイト試験圃、種

子生産圃、農家展示圃、灌漑

施設修復現場などの視察と

討論 

49 
（3） 

計 
169 

（16） 
 

全国レベルワークショップは、2014 年 8 月に、ショクエ灌漑地区稲作生産性向上プロジェク

ト（JICA 技術協力プロジェクト）と合同で実施することで調整作業が進められている。全国レ

ベルのワークショップに 4 名以上のインタボ灌漑地区農家が参加すれば、この指標を達成する

ことになる。 
 
４－４ プロジェクト目標の達成状況 

【灌漑稲作技術の改良によってインタボ灌漑スキームの生産性と生産量が向上する。】 
 

2013/14 年作の展示圃における灌漑稲作の平均収量は、4.10t/ha を記録した〔50 カ所の水田圃場

でサンプル収量調査（坪刈り）を行った結果〕。この作期には、インタボ灌漑地区は洪水被害を

ほとんど受けなかったこと及びイネの生育状況が良好であることから、インタボ灌漑地区全体に

おけるコメ生産量は、通常年に比較して相当増加することが予想される。一方、昨期（2012/2013
年作）受けた深刻な洪水被害が影響し、30％の灌漑稲作面積の増加は達成できなかった。 

しかし、平均収量の達成が見込まれるほか、種子生産に関しては、指標の 9t を大きく超える

15t もの種子が生産されたことから、プロジェクト目標は部分的に達成する見込みであるといえ

る。 
 
指標 1：インタボ灌漑スキームの平均収量が少なくとも 50％増加する（到達目標 3.75 ～4.8t/ha、

ベース値ベースライン調査 2.5～3.0t/ha）。 
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2012/13 年作からインタボ灌漑地区内の農家圃場を展示圃として、改良稲作技術の適用が図ら

れている。2012/13 年作の場合、45 農家（合計稲作面積は 16 ha）に対して技術普及が実施され、

農家は複数の改良稲作技術を適用した。この作期には、地区内の大半の水田でリクンゴ川からの

洪水に起因する冠水被害を受けた。展示圃のイネも洪水被害を被ったが、被害程度が軽度であっ

た展示圃 10 カ所を選んで、坪刈りによる収量調査が実施された。平均収量は、4.63t/ha であった。 
2013/14 年作では、改良稲作技術をさらに普及するために、インタボ灌漑地区の 5 ブロック内

の 293 農家（合計稲作面積約 100ha）が展示圃農家として参加し、複数の改良稲作技術を適用し

た。稲作は、推奨された栽培カレンダーに沿って行われ、今期、展示圃は洪水被害を受けなかっ

た。各ブロックから 10 カ所の展示圃を選定して（計 50 カ所）、2014 年 5 月 22 日から収量調査が

実施された。そのサンプル収量調査（坪刈り）の結果、平均収量 4.10t/ha を記録した。なお、無

施肥でこの収量が得られている点を強調する必要がある（展示圃では、ほとんどの農家が肥料を

用いなかった）。 
なお、本指標の意味を考えた場合、インタボ灌漑地区全体で稲作の平均収量が 3.75t/ha 以上に

なる必要がある。灌漑稲作は展示圃以外でも行われているので、地区内の灌漑稲作面積全体での

収量データを得る必要があり、そのデータと比較して判断する必要がある。しかしながら、本プ

ロジェクトでは一部の灌漑施設の修復を農民参加型で実施したものの、灌漑地区全体で安定した

灌漑稲作を実施できる条件が整っていない。改良灌漑稲作技術の適用範囲の拡大促進を図るため

には、①灌漑排水施設が機能し、②水管理及び灌漑施設の維持管理が適切に行われ、③圃場の均

平化が行われ、④洪水や旱魃による被害リスクが低い、という条件が整っている必要がある。将

来、地区内のより広い面積において安定した灌漑稲作を実施できる条件が整い、大半の農家が改

良灌漑稲作技術を用いれば、慣行農法による収量と比較して 50％以上高い収量を得ることは可能

であろう。 
 
指標 2：インタボ灌漑地区において灌漑稲作面積が 30％増加する（到達目標 390 ha、ベース値：

ベースライン調査 300 ha）。 
 

インタボ灌漑地区における過去 4 年間の灌漑面積を表４－10 に示す。 
 

表４－10 インタボラ灌漑地区における過去 4 年間の灌漑面積 

インタボ灌漑スキーム 
アクセス道路右 

（西側） 
アクセス道路左 

（東側） 
合計 

土地面積 300 ha 415 ha 715 ha 
灌漑稲作面積（2010/2011） 200 ha 130 ha 330 ha 
灌漑稲作面積（2011/2012） 113 ha 183 ha 296 ha 
灌漑稲作面積（2012/2013） 150 ha 130 ha 280 ha 
灌漑稲作面積（2013/2014） 200 ha 120 ha 320 ha 
出所：中間レビュー調査時のインタビュー結果とプロジェクトチームからの情報 
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過去 4 年間の灌漑稲作面積は、300 ha 前後で推移している。目標値である 390 ha には、達して

いない。灌漑稲作面積を拡大するためには、灌漑可能面積の拡大が必要であるものの、2013 年 1
月には、リクンゴ川増水のためにインタボ灌漑地区ポンプ場脇の堤防が決壊し、洪水が灌漑地区

内に流れ込み灌漑施設や稲作圃場に多大な被害を与えた。被害を受けたインフラの修復が必要に

なり、灌漑可能面積を拡大させることが困難となった。 
 

指標 3：インタボ灌漑スキームの農家圃場において少なくとも 9t のイネ種子が生産される。

 
2011/12 年作において、7 品種のイネを用いて品種比較試験が実施され、各品種の特性や生産力

が明らかにされた。また、Limpopo 品種と Chupa 品種（いずれも在来品種）の純系系統選別2（G13）
が行われた。2012/13 年作には、前年作で選別された Limpopo 品種と Chupa 品種の第 2 世代選抜

（G2）を行う予定であったが、洪水の影響を受けたために選抜できなかった。 
既述のとおり、農家圃場では、圃場均平化不足と適切な灌漑用水供給が得られにくく、種子生

産を適切に行えないため、2013/14 年作では、一般農家圃場は使わず、パイロットサイトで種子

生産が行われた。パイロットサイトでの種子生産結果については、成果 1 の指標 1-2 の項で既に

説明したとおりである。同じデータを表４－11 に示す。 
 

表４－11 2013 年/14 年作の品種別種子栽培面積、収量、生産量 

品種 
栽培面積

（m2） 
収量（t/ha） 生産量（t） 備 考 

Chupa 5,290 4.17 2.21 2014 年 5 月 22 日から収穫が実施

された。このデータは、全刈りの

データである。 
Mocuba 7,857 4.12 3.24 

Limpopo 6,799 6.28 4.27 2014 年 4 月に収穫が実施された。

このデータも、全刈りのデータで

ある。 
Macassane 8,275 6.86 5.68 

計 28,221 --- 15.25  

 
4 品種の合計種子生産量が 15.25t であり、目標値の 9.0t を超えている。 

 

                                                        
2 次世代の個体間に遺伝質の変異がほとんどない個体群を選抜すること 
3 第一世代 
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第５章 評価 5 項目による評価結果と結論 
 
５－１ 妥当性 

以下に述べる事項から判断して、本プロジェクトの妥当性は高い。 
 
（1）対象地域・社会における灌漑稲作の生産性向上及び生産量増加の必要性との整合性及びタ

ーゲット・グループ（インタボ灌漑地区農民、ザンベジア州農業局幹部職員及び技術職員、

SDAE の普及員）のニーズとの整合性 
プロジェクト対象地区が位置するザンベジア州は、モザンビーク国内で最も大きな稲作面

積をもつ州である（約 13 万 3,000ha、国内稲作面積の 56％を占める。2011 年 FAO データ）。

ザンベジア州内には、灌漑地区が 37 カ所あり、そのなかで最も実灌漑面積が大きいのは、

本プロジェクトの対象地区であるインタボ灌漑地区である。プロジェクト対象地域は、稲作

を主体とする農村地域であり、住民の主たる収入源は農業で、コメが主食になっている。ま

た、コメは換金作物としても重要な作物である。ただし、プロジェクト対象の灌漑地区が、

洪水や旱魃の被害がたびたび生じる河川氾濫原に位置することから、稲作の生産性（単位収

量）が低い水準にとどまっていた。したがって、稲作の生産性向上と生産量の増加を図るこ

とは、農家の収入増加、生計向上、食糧安全保障確保に大きく裨益することでありその必要

性は高い。 
本プロジェクトで改良灌漑稲作技術や種子生産技術を確立することは、SDAE 普及員やザ

ンベジア州農業局の技術者が確立された技術を他の灌漑地区に普及するために有益な知

識・実地経験を習得することにつながり、その意義は大きい。 
 
（2）モザンビークの国家政策との整合性 

貧困削減行動計画（PARP）2010-2014 には、3 つの重点目的が示されており、その 1 つが、

農業及び水産業の生産増加と生産性向上であり、特に、農村部の住民の食料・栄養面の安全

保障確保が重視されている。農業開発戦略計画（PEDSA）2010-2019 に示されている 3 つの

重点戦略のうちの 1 つが、農業の生産増加、生産性向上、競争力強化であり、農業の成長に

は、改良技術の利用や水管理が重要な要素となると述べている。2013 年 5 月には、農業省内

に灌漑庁（National Irrigation Institute）が新たに創設されたように、灌漑農業開発の重要性が

高まっている。本プロジェクトは、灌漑稲作の改良技術の開発・普及、灌漑施設の適切な維

持管理を通じて、稲作の生産性向上及び生産量の増加に寄与するものであり、モザンビーク

政府の上記政策との整合性が高い。 
 
（3）わが国の対モザンビーク援助方針との整合性 

わが国の対モザンビーク援助方針には、3 つの重点分野がある（地域経済活性化、人間開

発、防災・気候変動対策）。地域経済活性化分野には、稲作増産等を通じた農業開発が含ま

れており、本プロジェクトは、農業技術支援プログラムのひとつに位置づけられている。さ

らに、2008 年に開催された第 4 回アフリカ開発会議（TICAD IV）では、農業セクターの成

果目標のひとつとして、CARD における取り組みを通じて、2008 年から 2018 年までにコメ

生産量を倍増する目標が掲げられている。本プロジェクトは、灌漑稲作の生産性向上及び生



 

－24－ 

産量増加を目的としており、わが国政府の対モザンビーク援助方針や TICAD の方針との整

合性が高い。 
 
（4）プロジェクトアプローチの適切さ 

ザンベジア州内には多くの灌漑稲作地区が存在し、コメ生産の増加ポテンシャルを有する

が、低投入型の在来の栽培手法と灌漑施設の維持管理不足や機能不全、限定的な稲作技術普

及のため、生産ポテンシャルを十分に生かしておらず、稲作の生産性は低いままで推移して

いる。生産性向上と生産量増加を実現するため、本プロジェクトでは、①改良灌漑稲作技術

の開発、②開発された技術の農民への普及、③水利組合による灌漑施設の操作・維持管理の

改善と営農支援活動に係る能力向上、を主たるアプローチとして、稲作の生産性向上・生産

量増加を図ろうとしている。稲作の生産性向上及び生産量増加を図るためのアプローチとし

ては、おおむね適切であるといえる。 
また、前述のとおり、ザンベジア州内には、灌漑地区が 37 カ所あるので、本プロジェク

トの改良稲作灌漑技術、種子生産技術、灌漑施設の農民参加型維持管理は、他の灌漑地区に

とってひとつのモデルとなり得る点でも適切であるといえる。また、SDAE の常勤普及員だ

けでなく、2013 年 11 月から、PRODEZA が支援する SDAE 普及員（契約職員）が、本プロ

ジェクトの活動に加わり、改良技術の習得と農民への技術普及をプロジェクト対象地区で行

っているほか、ナンテ地区内にあるムンダムンダ灌漑地区でも普及活動を行っており、技術

の波及性も確保されている。 
 
（5）わが国及びベトナムがもつ技術的優位性 

わが国は、モザンビーク及びその他のアフリカ諸国で、灌漑稲作に関する技術協力プロジ

ェクトを多数実施しており、技術的優位性が確保されている。また、ベトナムの場合、両国

の気象条件や農業生態系が比較的似通っていることから、ベトナムの稲作技術をモザンビー

クで適用しやすく、技術的優位性があるといえる。 
 
５－２ 有効性 

プロジェクト終了時までにプロジェクト目標が達成できる見通しであり、本プロジェクトの有

効性は、以下に述べる点から判断しておおむね高いといえる。 
 
（1）プロジェクト目標の達成度について 

既に述べたように、2013/14 年作の展示圃における灌漑稲作の平均収量は、4.10t/ha を記録

した。インタボ灌漑地区は洪水被害をほとんど受けなかったこと及びイネの生育状況が良好

であることから、2013/14 年作における、地区内のコメ生産量が通常年に比較して相当増加

することが期待できる。地区内では 300 近い農家が展示圃として改良灌漑稲作技術のなかの

複数の技術を適用した。したがって、プロジェクト目標の達成度は高いといえる。 
 
（2）アウトプットの達成が、プロジェクト目標達成につながっているかどうかについて 

洪水被害やその他の要因のために水利組合の能力強化を当初想定した水準まで向上させ

ることができなかったけれども、改良灌漑稲作技術及び種子生産技術の開発と普及がプロジ
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ェクト目標を達成するうえで非常によく貢献している。 
 

５－３ 効率性 

以下に述べる点から判断して、本プロジェクトの効率性は、中程度と判断する。 
なお、本プロジェクトは、日本、ベトナムが共同でモザンビークの灌漑稲作振興を支援する枠

組みであるが、ベトナム人専門家の派遣コスト、同専門家の受入手続きの負担といった事項は、

日本・モザンビーク間の「効率性」の評価には不要と考え、それらを除外している（第 7 章「南

南協力」に記載しているので参照願いたい）。 
 

５－３－１ 日本側及びベトナム側の投入の適切さについて 
日本人長期専門家は、2 名の派遣であるが、2012 年 3 月から 2013 年 4 月までの約 1 年間、

業務調整/研修担当の専門家が空席となり、チーフアドバイザーが業務調整の役割も兼任せざる

を得ない状況になった。その他の日本側の投入（機材、本邦研修、現地活動費）は、プロジェ

クト活動を円滑に進めるうえで、おおむね適切なものであった。このほか、当初計画に含まれ

ていなかったが、灌漑施設の修復に対する費用支出は、洪水被害の防止や適切な灌漑を実施す

るうえで、適切なものであるといえる。 
ベトナム人専門家は、チームリーダー、栽培、種子、灌漑、普及、通訳の分野で、おおむね

計画どおりに派遣された。ベトナム人専門家の技術指導は、非常に実践的なものであり、農家

の実践力向上に有効である。また、チームとしての組織的まとまりが良く、チームの意思統一

が取れている。2013 年に実施されたベトナムでの研修に参加したカウンターパートの意見では、

研修内容（稲作普及手法、種子生産と供給体制、コメのマーケティングにおける普及員と農家

間の連携）と研修期間が適切であり、また有益なものであったとしている。 
全般的にみて、日本側及びベトナム側の投入はプロジェクト活動を円滑に進めるうえで有効

であったと思われる。 
 

５－３－２ モザンビーク側投入の適切さについて 
モザンビーク側 C/P としては、既に述べたように、ザンベジア州農業局から 4 名、マガンジ

ャ・ダ・コスタ郡 SDAE からの 4 名に加えて、2013 年末から PRODEZA が支援する SDAE 普

及員 2 名も参加している。日常的にプロジェクト活動に従事しているのは、SDAE の普及員 3
名と PRODEZA 支援の普及員 2 名である。これらの 5 名の普及員は、ベトナム人専門家から技

術的研修と指導を受け、また、学んだ知識や技術をインタボ灌漑地区の農民に移転している。

現在、1 名の C/P のみ、プロジェクト活動から離れているが（大学進学のため）、その他の C/P
は、継続的に本プロジェクトに参加しており、継続性が高い。このことは、プロジェクト活動

の効率性を確保するうえでプラスの要因となっている。モザンビーク側の投入には、専門家用

のプロジェクト事務所と専門家用宿舎の新規建設があり（計 4 棟）、これら建物の建設に比較

的大きな予算が支出された。このほか、プロジェクト開始前であるが、ナンテ町からインタボ

のポンプ場までの電線と三相電源変圧装置がモザンビーク側によって設置された。設置後、送

電施設に故障が生じたが、モザンビーク側が修理を施した。プロジェクト開始後には、オート

バイや事務機器の調達、事務所・宿舎の電気料金、普及員の活動用の燃料費などもモザンビー

ク側が負担した。このように、モザンビーク側の投入は、プロジェクト活動を効率的に進める
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うえで貢献している。 
 

５－３－３ プロジェクトマネジメント 
プロジェクトの実施体制の項で述べたように、プロジェクト運営管理面で 5 種類の会議〔JCC､

ステアリング・コミッティ、ザンベジア州農業局の C/P との会議、SDAE の C/P との会議、専

門家会議（日本人専門家とベトナム人専門家）〕が実施されている。これらの会議を通じて、

プロジェクトの計画及び進捗状況についての協議・情報共有、問題点・課題についての意見交

換が行われており、効率的なプロジェクト運営に貢献していると考えられる。このように、プ

ロジェクトマネジメントは、プロジェクトチーム（日本人専門家、ベトナム人専門家、モザン

ビーク側 C/P）メンバー間の密接なコミュニケーション及び協働の下で適切に行われたといえ

る。 
 

５－３－４ プロジェクト活動の効率的実施に影響を与えたその他の貢献要因及び阻害要因 
（1）貢献要因 

インタボ灌漑地区の農民が灌漑施設や河川堤防等の修復工事に積極的に参加しており

（賃金をもらっての参加ではあるが）、この農民参加型の修復工事は、ある程度低いコス

トで実施できていると考えられる。 
 

（2）阻害要因 
2013 年 1 月下旬に、リクンゴ川の増水によりポンプ場横の堤防が決壊し、この洪水が灌

漑地区内に流入し、稲作圃場に被害を与えるとともに影響が長期にわたった。また、一時

期、ナンテ～インタボ間の道路の通行ができなくなった。そのため、試験圃場での活動と

展示圃場での指導をこまめに実施できなくなり、研修（施肥、除草、水管理など）の実施

が遅れることになった。また、この洪水は、幹線水路など、既存の灌漑施設に被害をもた

らしたため、修復工事が必要な箇所が増加し、緊急に修復を施す必要性から、基幹的灌漑

施設と河川堤防の修復が実施された。このような大規模な施設の修復は、本プロジェクト

開始以前には想定していなかった。これら大規模な施設の修復に時間を要することになっ

たため、その他の灌漑施設、例えば、チェックゲートや灌漑用水路の改善を十分に行うこ

とができなかった。 
さらに、2014 年 2 月、洪水の影響で、ナンテ～インタボ間のアクセス道路の一部が損壊

し、通行が困難になり、プロジェクト活動（技術指導及び研修など）に支障が生じた。改

良灌漑稲作技術の導入促進や適切な水管理を行うためには、洪水や旱魃による被害リスク

が少なく、必要な時期に必要な量の灌漑用水が得られるという条件が整う必要があるもの

の、この条件が整っていない段階における稲作技術普及や灌漑施設の適切な維持管理実施

には困難さが伴う。 
 
５－４ インパクト 

上位目標は中期的に達成可能である。複数のプラスのインパクトがみられる。 
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５－４－１ 上位目標の達成見込み（将来） 
【ザンベジア州マガンジャ・ダ・コスタ郡ナンテ地区の灌漑稲作の生産性と生産量が増加す

る。】    
通常、プロジェクト終了後 3～5 年後に達成可能な指標を設定することが適切であるが、以

下に述べる 3 種類の指標の達成見込みから判断すると、すべての指標を達成するには 5 年以上

の期間を要するであろう。ナンテ地区には、インタボ灌漑地区とムンダムンダ灌漑地区の 2 地

区が存在し、後者はオランダの支援により実灌漑面積を 3,000 ha に拡大し、持続的な灌漑稲作

の開発を行う計画である。本プロジェクトの栽培技術がムンダムンダ灌漑地区においても適用

されることで、ナンテ地区全体の稲作生産性と生産量の一定程度の増加が期待できるが、栽培

技術の定着には時間を要することから、事業終了 3 年後に上位目標の達成を見込むことは現時

点では難しいといえる。 
 

指標 1：ナンテ地区の灌漑スキームの平均収量が少なくとも 60％増加する（到達目標

4.0t/ha）。 
 

ナンテ地区には、2 カ所の灌漑地区がある（インタボ地区とムンダムンダ地区）。それぞれの

実灌漑面積と計画灌漑面積を表５－１に示す。 
 

表５－１ ナンテ地区の計画灌漑面積と実灌漑面積 

地区名 灌漑地区面積（ha） 実灌漑面積（ha） 農家数 
インタボ 715 約 300 約 1,200 
ムンダムンダ 725 約 300 約 1,750 

計 1,440 600 2,950 
 

2 つの灌漑地区の実灌漑面積を合わせると約 600 ha である。この指標を達成するためには、

水田 600 ha における平均収量が 4.0t/ha 以上になる必要がある。インタボ灌漑地区では、2013/14
年作において約 100 ha をモデル圃場と位置づけ、参加農家が改良灌漑稲作技術を用いた稲作を

行った。サンプル収量調査結果によると、平均収量 4.10t/ha を記録した。インタボ灌漑地区に

は、実灌漑面積が 300 ha あるので、この指標を達成するためには、300 ha 全体で改良灌漑稲作

技術が採用される必要がある。また、ムンダムンダ灌漑地区でも同様に、実灌漑面積全体で改

良灌漑稲作技術が採用される必要がある。 
本プロジェクトで開発した改良灌漑稲作技術を農家に採用してもらうためには、技術普及を

進めることのほかに、洪水や旱魃の被害を受けにくく、安定的に灌漑用水が得られる灌漑施設

を有することが必要条件である。したがって、灌漑施設の修復を進めつつ、水利組合が適切に

水管理を実施できるようになれば、将来（中期的に）、この指標の達成が期待される。 
 

指標 2：インタボ灌漑スキームの平均収量が 100％増加する（到達目標 5t/ha）。 

 
稲作圃場が、洪水や旱魃の被害を受けず、必要なときに必要な量の灌漑用水が得られる条件

が整い、300 ha 全体で改良灌漑稲作技術（推奨する施肥量を含む）が採用されれば、この指標
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が達成される可能性が高い。そのためにはプロジェクト終了後も、灌漑施設の修復の継続、水

利組合による適切な水管理及び灌漑施設の適切な維持管理が必要である。そこに至るまでには

一定の年数を要するであろう。 
 

指標 3：ナンテ地区の灌漑スキームにおいて稲作面積が 30％増加する（到達目標：ナンテ地

区 1,872 ha）。 
 

ムンダムンダ灌漑地区では、オランダの支援で、灌漑面積を 3,000 ha に拡大するプロジェク

トが開始された。実際に灌漑施設や洪水制御施設の建設工事が開始されるのは 2015 年からの

見込みで、建設完了までに 7 年程度かかるとされている。このプロジェクトの建設工事が順調

に進捗すれば、今後 8 年間でナンテ地区の灌漑面積は、約 3,300ha に拡大する（インタボ灌漑

地区の灌漑稲作面積を含む）。したがって、稲作面積が 1,872ha に到達することは、中期的には

可能である。 
 

５－４－２ その他のインパクト 
下記の正のインパクトがみられた。 

 
（1）インタボ灌漑地区及びムンダムンダ灌漑地区の農家の改良灌漑稲作技術の適用について 

インタボ灌漑地区の農家及び担当普及員へのインタビュー調査の結果では、地区内でそ

の他の農家の一部にも改良稲作技術を適用している農家がいるとのこと。また、ムンダム

ンダ灌漑地区の一部農家が本プロジェクトの研修に参加しており、改良稲作技術のいくつ

かの技術を適用しているとの話である。 
 

（2）良質種子利用の有用性の認識 
インタボ灌漑地区の農家は、優良種子を使用することが収量を増加させるうえで重要か

つ有効であることを認識しはじめている。したがって、インタボ灌漑地区内の農家が優良

種子の利用を継続することが期待される。 
 

（3）近い将来に生じる見込みのインパクト 
インタボ灌漑地区内のいくつかの灌漑施設及び河川堤防を改善するプログラムが、日本

大使館の資金を用いて（草の根無償資金協力）実施される予定となっている。修復予定の

主な施設は、①インタボ村の近くでの河川堤防新設、②N1 用水路の修復（延長）、③農道

の修復、④導水路の修復、⑤チェックゲート新設、⑥収穫物用倉庫の建設、である。 
このプログラムの実施が完了すれば、地区内のより広い面積（約 50 ha）に対して灌漑用

水を配水することが可能となる。また、より高い収量と生産量増加をもたらすと期待され

る。さらに、農家は、収穫物を倉庫に保管することができるようになり、コメ市場へのア

クセスを改善できるようになる。 
 
５－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性については、政策面では高いといえる。なお、組織面、財政面、技術
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面での持続性を確保するには、以下に述べるように、適切な対応策を取る必要がある。 
 
（1）政策面 

農業セクターにおける生産性向上と生産量増加は、モザンビーク政府の政策における優先

目標のひとつであり、灌漑農業の重要性が増しつつある。したがって、政策面での持続性は

確保される見込みである。 
 
（2）組織面 

ザンベジア州農業局の技術職員及び国家灌漑庁の技術職員が本プロジェクトのフィール

での活動やワークショップに参加し、また、改良稲作技術、種子生産、灌漑施設の維持管理

に関するマニュアル（案）のレビュー作業にもかかわった。マガンジャ・ダ・コスタ郡 SDAE
の普及員は、各種研修やインタボ灌漑地区でのフィールド活動に参加し、また、同様にマニ

ュアル（案）のレビュー作業にもかかわった。したがって、ザンベジア州農業局及び SDAE
が、本プロジェクトで開発された技術を、研修、ワークショップ、フィールドデーなどの適

切な普及活動をアレンジして、他の灌漑地区の農家やザンベジア州内の他の郡の普及員に対

して普及することが可能である。本プロジェクトの成果を効果的に普及するためには、ザン

ベジア州農業局と SDAE 間でよく連携し、マガンジャ・ダ・コスタ郡 SDAE 所属の普及員が

習得した実践的知識・技能を活用することが重要である。インタボ灌漑地区の水利組合の組

織能力をさらに強化することも重要である。 
 
（3）財政面 

モザンビーク政府の財政状況は厳しいものの、モザンビーク政府は、プロジェクト事務所

やベトナム人専門家及び日本人専門家用のプロジェクト事務所と宿舎を建設するための予

算を支出する努力を行った。この努力を高く評価するとともに、今後、モザンビーク政府が

本プロジェクトの成果、すなわち、開発された灌漑稲作技術、種子生産技術等を他の灌漑地

区の農家及びザンベジア州内の他の郡の普及員に普及するための資金を支出することが求

められる。 
 
（4）技術面 

組織面の項で述べたように、マガンジャ・ダ・コスタ郡の SDAE の普及員は各種の研修と

インタボ灌漑地区内でのフィールド活動に参加し、マニュアル（案）のレビューも行った。

さらに、普及員は、インタボ灌漑地区内に自分の圃場（借地）を有し、学んだ稲作技術を用

いて稲作を実践している。これら普及員の実践的知識・技能は、インタボ灌漑地区内だけで

なく、ムンダムンダ灌漑地区にも技術普及を図るうえで非常に有用である。これら普及員が

自身の圃場での稲作を継続するならば、彼らの技能はさらに向上し、改良技術を適用するこ

とに自信をもち、さらに自信をもって他の普及員や農家に技術移転を行うことが可能となる。 
今期作では、300 人近い農家がいくつかの改良稲作技術を用いて稲作を実践した。これら

の農家圃場（展示圃）では、通常年に比較して、イネの生育は良好であり、良い収量を得る

ことが予想される。したがって、ほとんどの農家が改良技術を継続的に適用することが期待

される。 
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既に述べたように、インタボ灌漑地区内で、改良灌漑稲作技術をより広い範囲へ普及する

には、次のことが必要である。①機能する灌漑排水施設、②適切な水管理と灌漑施設の維持

管理、③圃場の均平化、④洪水や干魃による被害リスクの低減。 
種子生産技術の開発過程で、インタボ灌漑地区内の農家が種子生産活動に従事し、そのう

ちの数名が、種子生産に関する一定の知識・技能を習得した。能力を身に付けた農家を活用

しつつ、インタボ灌漑地区で良質の稲種子生産を継続することが可能であると思われる。 
水利組合の幹部メンバーの能力については、農民参加型の河川堤防修復を通じて、灌漑施

設の修復と維持管理面の能力が強化され、また、営農支援サービス活動（トラクターによる

賃耕サービスや種子販売）に関する能力も強化された。今後、灌漑施設が十分に整備された

際には、水利組合は、灌漑計画作成と水管理を適切に行える能力を身に付ける必要がある。 
 
５－６ 結 論 

本プロジェクトで開発した改良灌漑稲作技術パッケージを用い、早生の高収量品種（ITA312）
を試験圃で栽培した場合、8～9t/ha の高い収量を上げることが可能であることが分かった。無施

肥であっても、6t/ha の収量を記録した。改良灌漑稲作技術のうちのいくつかの技術を用いてロー

カル品種（早生の品種の Chupa と Mocuba）を農家が栽培管理した場合、4.10t/ha の平均収量が得

られることが分かった（展示圃における 2013/14 年作のサンプル調査結果）。これまで農家が上げ

ていた平均的収量（慣行農法でローカル品種を栽培した場合の収量（2.5～3.0t/ha、ベースライン

調査結果）と比較して約 50％の収量増加が期待できることが分かった。 
また、品種試験の結果、本プロジェクトとして推奨する品種は、高収量ポテンシャルを有する

早生品種では、ITA312、Limpopo、Macassane の 3 品種、収量ポテンシャルは少し下がるものの、

晩生品種（ロカール品種）では、Chupa と Mocuba の 2 品種である。2013/14 年作で、本プロジェ

クが推奨する品種のうち、4 品種（Chupa、Mucuba、Limpopo、Macassane）の種子の増殖が実施

され、合計で 15.52t の純度の高い種子が収穫された。今後、この優良種子が有効に活用されるこ

とが期待される。 
灌漑施設の維持管理に関しては、プロジェクト開始前に想定していなかった洪水による堤防損

傷、導水路損傷、水田の冠水被害、インタボ地区へのアクセス道路の部分的損傷等が生じ、堤防

の修復、電動ポンプ更新、沼地化していた導水路の修復など、基幹インフラの修復に多くの時間

と費用をかけざるを得なくなった。インタボ灌漑地区内の灌漑施設の一部修復を実施したものの、

地区全体で灌漑用水の適切な配水を行うためには、今後さらに改善が必要とされる。なお、基幹

インフラ等の修復を農民参加型で実施したことは、修復した施設の維持管理の持続性確保やオー

ナーシップ意識醸成において一定の効果が望めるものと期待される。 
5 項目評価の要約を表５－２に示す。 
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表５－２ 5 項目評価の要約 

項目 評価 備 考 
妥当性 高い --- 
有効性 おおむね高い --- 

効率性 中程度 

リクンゴ川の洪水が灌漑地区周辺の河川堤防に顕著な被害

を与え、地区に通じるアクセス道路も被害を受けた。また、

洪水は、稲作、適切な水管理、研修の実施にもマイナスの

影響を与えた。 

インパクト 
将来、おおむね

高くなるであ

ろう 

上位目標は中期的に達成可能である。複数のプラスのイン

パクトがみられる。 

持続性 
おおむね高く

なるであろう 
政策面では高い。組織面、財政面、技術面での持続性を確

保するには、適切な対応策を取る必要がある。 
 

本プロジェクト目標は、プロジェクト終了時までに達成される見込みであり、本プロジェクト

は予定どおり 2015 年 1 月に終了することとなる。 
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第６章 提言・教訓 
 
６－１ 提 言 

６－１－１ プロジェクトの残り期間にプロジェクトチームが実施すべき活動について 
（1）3 種類のマニュアルの有効活用 

3 種類のマニュアルの最終版を作成した（改良灌漑稲作技術、種子生産技術、灌漑施設

の維持管理）。これらマニュアルは、ザンベジア州農業局及びザンベジア州内の各郡の

SDAE 事務所、モザンビーク農業研究所（IIAM）、農業組合及び水利組合、全国レベルワ

ークショップ参加者に配付する予定である。これらのマニュアルは、類似の条件を有する

灌漑地区で用いることが適している。マニュアル配付に際しては、その内容、特徴を十分

に説明することが望まれる。また、広くマニュアルの存在を広報するため、農業省及びザ

ンベジア州農業局と協議し、このマニュアル（PDF）を政府のウェブサイトに掲載するこ

とが望まれる。 
 

６－１－２ モザンビーク関係機関が取るべき行動について 
（1）インタボ灌漑地区内における技術普及の継続とムンダムンダ地区への技術普及について 

インタボ灌漑地区では、今作期、293 農家が自分の農地で改良稲作技術のなかの複数の

技術を用いてローカル品種の栽培を行い、良い生育状況にある。坪刈り結果では、良い収

量が得られている。インタボ灌漑地区の農家で、まだ灌漑稲作技術を用いていない農家に

対し、技術普及を進めていくことが必要である。また、ムンダムンダ地区の農家の一部が、

改良稲作技術を用いているとの話があるが、まだその人数は限られているので、今後、技

術普及を進めることが望まれる。ザンベジア州農業局には、この技術普及において、本プ

ロジェクトの活動に参加した SDAE の普及員を十分に活用することが求められる。 
また、農業省は、各普及員が各自の圃場をもち作物栽培を実践するという施策を実施し

ているので、ザンベジア州農業局が、州内の他の郡の普及員にも本プロジェクトで開発し

た技術や種子を各自が管理する圃場に適用し、農民への技術普及にも役立てるよう奨励す

ることが望まれる。 
 

（2）インタボ灌漑地区を改良稲作技術適用モデル地区として活用することについて 
本プロジェクトの活動に参加した SDAE の普及員は、改良灌漑稲作技術についての実践

的知識と技能を向上させつつあり、他の郡にある灌漑地区を担当する普及員や農民への技

術普及を担う能力を有する。したがって、ザンベジア州農業局が、他の地区の普及員や農

民へ技術普及を図る場所としてインタボ灌漑地区を用い、講師役としてこれらの普及員を

活用した研修を企画・実施することが望まれる。 
 

（3）インタボ灌漑地区の灌漑排水施設の改善継続と灌漑計画作成及び水管理に関する水利組

合のさらなる能力強化について 
本プロジェクトでは、堤防や幹線水路の修復や電動ポンプ更新など基幹的施設・設備の

修復を実施した。堤防修復により、洪水リスクが軽減された。チェックゲートや用水路横

断橋の建設も実施された。また、日本大使館の草の根無償による灌漑施設等の修復も予定
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されている。草の根無償による灌漑施設修復が実施されても、灌漑用水の安定的供給のた

めに改善が必要な施設整備があるので、モザンビーク政府側には、他ドナーのプロジェク

トやプログラムを活用して、灌漑施設整備をさらに進めることが求められる。また、イン

タボ灌漑地区における灌漑計画作成及び水管理に関する水利組合の能力強化活動を実施

することが、ザンベジア州農業局に求められる。 
 

（4）収穫後処理、市場アクセス、道路アクセスの改善について 
インタボ灌漑地区で生産されるコメの相当部分は自家消費用にまわるが、一部は市場に

販売される。改良灌漑稲作技術を適用する農家が増加すれば、市場に販売可能なコメの量

が増加する。日本大使館による支援で倉庫を建設する予定であり、収穫後の一定量のコメ

の保管が可能になる。今後、農家が有利な価格で販売するには、市場へのアクセス改善に

ついて、モザンビーク政府が支援することが必要である。特に、ナンテ町からインタボ灌

漑地区への道路が、洪水や降雨の影響を受けて悪化しているので修復が必要である。イン

タボ灌漑地区をモデル地区として活用するためにも、アクセス道路を良好な状態に維持す

ることが必要である。 
 

（5）種子生産について 
優良稲種子生産に成功したので、次の段階としては、種子生産戦略の作成を行うべきで

あり、以下の点を提言する。 
① 種子生産に参加した農家のなかの幾人かについては、経験と知識を備えていると判断

されている。ザンベジア州農業局及び SDAE は、優良種子を生産するために、それら

農家の経験を活用すべきである。 
② モザンビーク農業研究所（IIAM）の役割のひとつは、優良な原種種子を供給すること

であり、それを行えるような条件を備えることが、また、プロジェクト対象地域の農

家に好まれる Chupa と Mocuba の原種種子生産ができる条件を備えることが期待され

る。 
 
６－２ 教 訓 

（1）プロジェクト対象地域で用いられている観光稲作技術は、無肥料で、洪水や非罰に対する

耐性が高いローカル品種を用いた低コストの栽培手法である。この栽培手法では、低い収

量しか期待できないが、一方で、この栽培方法は、数年に一度の頻度で発生する洪水や旱

魃による被害リスクを考慮した合理性も備えているとも考えられる。改良灌漑稲作技術パ

ッケージを用いると、栽培コストが増加する（肥料の使用、圃場均平化・移植作業などに

労働力を要するなど）。したがって、洪水や旱魃による被害を頻繁に受けないような条件

下にないと、この改良技術を用いることにはリスクが生じる。要するに、プロジェクト開

始までに、もう少し、過去における洪水や旱魃被害の状況を把握しておく必要があった。

また、プロジェクト対象地域に安定的に灌漑用水供給を行うために、どのような灌漑施設

の改修・整備が必要であるかについて、よりきめ細かく診断しておく必要があったと考え

られる。 
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（2）河川氾濫域における稲作面積は、灌漑地区内における稲作面積より大きいとされている。

また、大半の灌漑地区では、灌漑施設の老朽化と損傷、不適切な維持管理、洪水及び干魃

の高いリスクのために、適切な灌漑が行われていない。既存の灌漑地区のリハビリを実施

するには大きな費用と長い期間が必要と考えられる。したがって、比較的低コストで、少

し高い収量が期待できるような稲作技術を奨励し、その技術を広く普及することにも価値

があると考える。 
 
（3）三角協力を行う場合、ベトナムを含む第三国の社会・歴史的な背景を十分に踏まえたうえ

で、どのような技術をもって技術指導に臨むのかを関係者間で明確にする必要がある。日

本も組織・個人ともに開発協力での経験を積み、教訓を学びながら今日に至ったことを踏

まえれば、南南協力を行う第三国にもその時間の猶予を与えつつ、適用技術の範囲を可能

な限り共有することが、効果的な支援につながるものと思料する。 
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第７章 南南協力 
 

本件は、ベトナムが行う南南協力を、日本が技術協力プロジェクトの枠組みで支援する、アフ

リカ大陸では初めての案件である。JICA ベトナム事務所とベトナム側実施機関（ハノイ DARD）

との合意（2010 年 12 月 24 日付 M/M）に基づき、JICA は案件全体の運営マネジメント、機材供

与等を、稲作栽培や灌漑水管理などの技術指導に係る専門家派遣やベトナムでの研修実施はベト

ナム側が負担する枠組みで開始された〔ベトナムの南南協力政策、モザンビークで南南協力に至

った経緯については、本件中間レビュー調査報告書（2013 年 7 月）に詳しい〕。 
 
７－１ 評価できる点 

（1）取り組み姿勢 
ベトナム人専門家は、英語・ポルトガル語をほとんど解しないため、専門家チームに 1 名

のベトナム人通訳（ベトナム語⇔ポルトガル語）は配置されたものの、モザンビーク関係者

（政府、普及員、農民）とのコミュニケーションに懸念がもたれていた。しかし、終了時評

価での関係者へのインタビューでは、総じて高い評価が得られた。ベトナム人専門家個々人

の資質とともに、専門家チームとしての取り組み姿勢が評価されたものと思われる。 
 
（2）ベトナム人専門家の幅広い技術力 

稲作栽培技術において、両国専門家には、必ずしも大きな差がみられず、むしろ、技術が

細分化されがちな日本人専門家よりもベトナム人専門家に技術適応力がみられる場合があ

る。今回は、ベトナム人稲作栽培専門家は畦造りも容易に行っているとの報告を得ている。 
 
（3）厳しい生活環境に耐える生活力 

この点は、ベトナム人専門家チームに特筆している。同国内での待遇に比して、専門家待

遇は格段に良かったと聞いているが、現地での生活に一切の不満を言わなかった由。 
 
７－２ 改善点、教訓 

（1）ベトナム側に求める点 
プロジェクト前半では、ベトナム側の不慣れもあり、ベトナム人専門家のモザンビークで

の受入手続き面で日本側（農村開発部・モザンビーク事務所・ベトナム事務所）の調整コス

トが大きかった。中間レビューで南南協力に関する提言がなされており、その進捗について

表４－６に取りまとめたが、大きな改善はみられなかった。今後類似の南南協力を実施する

場合は、ベトナム側政府機関からの支援を、事前に確認のうえ実施することが望まれる。 
 
（2）JICA 側の教訓 

1）実施枠組み（日本人専門家、ベトナム人専門家） 
既述のとおり、日本側は全体運営、ベトナム側は技術面、と責任範囲を決めて開始され

たが、「全体運営」とは技術面も含めたものであり、対外的には日本人リーダーが両国専

門家を代表してモザンビーク側と協議することになる。幸いにして、本件の日本・ベトナ

ムの両リーダーに人材を得て、協力的であったことからプロジェクト運営に大きな支障は
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みられなかったが、ベトナム人専門家の活動方針は本国の方針に左右される4ようであり、

次回連携の際には注意を要する。 
 

2）適用技術の整理（ベトナム側の社会背景・技術力） 
既述のとおり稲作栽培に係る両国専門家の技術力に大きな差はみられないが、開発協力

における技術指導力では、ベトナム人専門家に経験は少なく、今後精進の必要がある。ベ

トナムでは、農業生産者に対する直接的な支援施策は極めて少ないが5、例えばハノイ

DARD が位置する紅河デルタは 70〜80 年代の農家集団化の時期に灌漑施設整備が進み、

化学肥料の供給が活発であったという歴史的経緯がある6。このような同国の社会・歴史的

な背景を十分に踏まえたうえで、どのような技術をもって技術指導に臨むのかを考える必

要がある。日本も組織・個人ともに開発協力での経験を積み、教訓を学びながら今日に至

ったことを踏まえれば、ベトナムにもその時間の猶予を与えつつ、1）で指摘の適用技術

の範囲を可能な限り事前に共有することが、効果的な支援につながるものと思料する。 
 

                                                        
4 中間レビューで適用技術の見直しの提言があったが、ベトナム本国（ハノイDARD）の方針により、見直しをせずに従来ど

おり（高投入―高収量）進めることとなった由。 
5 第4章 ベトナム農業の現状と農業・貿易政策 

http://www.maff.go.jp/j/kokusai/kokusei/kaigai_nogyo/k_syokuryo/h22/pdf/asia_h22_04.pdf 
6 高橋塁、南北ベトナムにおける農業展開、東海大学紀要政治経済学部 第45号、2013 

http://www.u-tokai.ac.jp/undergraduate/political_science_and_eco/kiyou/index/pdf/2013/07_takahashi.pdf 
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第８章 団長所感 
 
８－１ Evidence Based 評価の必要性 

今次終了時評価にあたり、モザンビーク側代表より評価の根拠（Evidence）についてたびたび

質問を受けた。アフリカの農業開発は包括的アフリカ農業開発プログラム（Comprehensive Africa 
Agrieulture Development Programme：CAADP）を指針として進められており、CAADP では Evidence 
Based の事業実施＆評価を推奨している。我々もこの点を十分に認識し、量的指標の設定、サン

プリング調査の精度を高めるべく、努力をする必要があろう。 
 
８－２ 灌漑稲作栽培に係る技術協力の前提条件 

本件にあっては、目標（灌漑稲作技術の改良によってインタボ灌漑地区の生産性と生産量が増

加する）の達成条件として、同地区の灌漑施設がある程度整備されたものとの前提に立っていた

が、開始後に予想を超える施設の不備が確認され、また洪水被害も発生し、専門家は灌漑施設の

改修に多大な時間と活動資金を費やさざるを得なかった。これが、成果 2 の達成遅延と効率性を

中位と評価した主たる原因ともなっている。JCC では、灌漑担当の C/P より、同地区の河川を管

理する Zambezi Water Management Board による洪水データの蓄積と解析の必要性も指摘されてい

る。今後洪水が頻発する同州で類似の協力を計画する場合には、灌漑施設の整備状況・洪水の頻

度の事前確認が、大変重要な視点である。 
なお、いったん協力が開始されたあとは、日本の協力対象地域の灌漑施設を他ドナーの資金で

整備をするという考え方はモザンビーク政府にはなさそうであり7、ドナーごとに支援区域を分け

る方針のようである。このため、灌漑稲作支援をする場合は、同地区の灌漑施設整備はわが方負

担とならざるを得ないことを念頭に置く必要がある。 
 

                                                        
7 国家灌漑院（National Institute of Irrigation：INIR）への表敬（5月27日）の際のMr. Albano Leite（灌漑技術者）の発言による。 
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